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 午前１０時００分 開  議 

 

○佐藤 議長 おはようございます。 

  ただいまの出席議員は24名であります。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の会議は議事日程第２号により進めます。 

 

 

 

日程第１ 代表質問 

 

○佐藤 議長 日程第１、代表質問を行います。 

 順次発言を許可します。 

 一新会代表、16番海老名悟議員。 

 〔１６番海老名 悟議員登壇〕（拍手） 

○１６番（海老名 悟議員） おはようございま

す。 

  私、一新会代表の海老名悟です。このたびの

３月定例会におきまして、代表質問をさせてい

ただきます。 

  早いもので、２月もきょうで終わりです。こ

としの冬は、あの１８豪雪と言われました平成

18年の豪雪に迫る大雪となりました。雪にかか

わる事故でお亡くなりになられた方やけがをさ

れた方の数は、当時のものを超えてしまいまし

た。半月ほど前まででしたら、皆さんも毎日毎

日雪片づけ・雪おろしに追われて、どんなにや

っても減らない雪を見つめてうんざりしていた

かと思います。それもここ数日は、三寒四温の

言葉どおり、多少雪が降ってもその雪が消えて

いく速度の方が速くなってきているようです。

これも、一歩一歩春が近づいているということ

ではないでしょうか。 

  季節の移り変わりというものは速く感じられ

るものですが、この議会での時間のたつ速さと

いうものも非常に速く感じられます。私の所属

します市議会会派一新会が結成されましてから、

既に５年の月日がたとうとしております。一新

会は、平成19年４月の統一地方選米沢市議会議

員選直後に新人議員６名で結成されましたが、

昨年の選挙を経まして工藤正雄、島軒純一、相

田克平、渋間佳寿美、齋藤千惠子、相田光照、

中村圭介、そして私、総勢８名になってからも

会派名を変えず、引き続き市政改革と市民生活

向上のために行動しております。 

  今回の代表質問で表題にも入っております

「持続可能な米沢市」、これは我々一新会の命

題とも言うべきテーマです。これからの日本は、

人口減少と少子高齢化という問題を抱えながら

進んでいくことが予測されています。そんな中

で、一地方都市であるこの米沢市が持続可能な

社会を実現して生き残っていくためには、あら

ゆる政策を考えていかなければなりません。こ

れは非常に重要なことであり、かつ大変な作業

だと思われます。しかし、今のうちから考え手

を打っていかなければ、将来に禍根を残すこと

になります。 

  そこで、将来人口を踏まえた持続可能な米沢

市を目指す市政運営について、行財政改革、産

業振興、防災対策、病院事業のこの４項目から、

市長当局の意志と見解を伺っていきたいと思い

ます。ただいま申し上げました意志とは、事を

なし遂げようとする心という意味での意志、つ

まり志であります。市政運営に当たっては、こ

のなし遂げようとする心が根底にあるべきだと、

私は思っております。 

  今定例会初日に行われました安部市長による

平成24年度市政運営方針演説では、産業振興、

コンパクトなまちづくり、安心・安全のまちづ

くり、市民こそ主役のまちづくり、この四つを

基本方針として市政運営に臨むとありましたが、

その根底になし遂げようとする心があったのか、

正直私にはわかりませんでした。また、行財政

改革については、市民こそ主役のまちづくりの

最後の部分でわずか１行半ほど触れただけでし

た。平成20年度から取り組んできた第２期集中
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改革プランは今年度で終了するものの、平成24

年度からは新米沢市行財政改革大綱を策定して、

さらなる改革に取り組もうとしており、将来を

見据えた市政運営を考えるならば、行財政改革

について市長御自身の思いを込めてもっと述べ

るべきだったのではないでしょうか。 

  そこでまず初めに、行財政改革についてお尋

ねします。 

  本年１月11日に、米沢市行財政改革推進市民

委員会より本市行財政改革の推進に関する意見

書が提出されましたが、その中の組織機構と人

事管理制度の見直しにおきまして、「本市にと

って最も重要な資源である「人財」たる市役所

職員自身が、誇りと達成感を得られるような人

事制度を構築できるよう、さらに工夫と努力を

積み重ねられるよう期待します」という一文が

ありました。人材の「ザイ」を財産の「財」と

とらえているところに、推進市民委員会の思い

があると思います。 

  このような意見を受けて、米沢市として人事

評価をどのように改革しようとしているのかお

答えください。また、現在既に実施されている

全職員を対象にした勤務評定によって、何らか

の変化や効果があったのかもお知らせください。

意見書にもあったように、重要な資源である

「人財」をどれだけ生かすことができるか、そ

こに人事評価の意味があり、行革の基本がある

と言っても過言ではないと思います。 

  続きまして、フルコスト計算書の導入につい

て御提案申し上げます。 

  フルコスト計算書といっても、余り聞きなれ

ない方もおられるかと思いますが、これは総務

省で提案してきた行政コスト計算書を福岡県の

大野城市が独自にアレンジしたものです。行政

コスト計算書とは、市が１年間に実施した事務

事業ごとに要した費用、つまり行政コストと、

税金や手数料などの収入を明らかにした計算書

のことです。この計算書に事業概要、指標の評

価、対象者及び受益者、コスト評価の４項目を

加えて１枚のシートにまとめたものがフルコス

ト計算書です。 

  この計算書１枚を見ることで、事業の収支内

訳はもちろんのこと、事業の目的から成果、達

成度合い、受益者数と１人当たりのコストまで

がだれでも一覧できるようになっています。ま

た、民間コンサルタントと公募による市民や各

種団体からの推薦者、市職員で構成される委員

会でフルコスト計算書による事後診断を行うこ

とによって、各種事務事業の改善点を明らかに

し、次年度の事業計画と予算に反映させること

ができます。当然、予算編成においてもフルコ

スト計算書診断結果に基づく各課の実施計画を

重視した査定がなされるため、各課の責任が明

確になると同時に事業遂行に対する担当職員の

やる気も醸成されているそうです。 

  このような事務事業の評価をすることによっ

て、単に費用対効果を示すだけではなく、その

事業が市民にとって本当に必要なものなのかど

うかも判断できるものとなっています。 

  以上のような観点から、本市においても行政

コスト計算書を導入し、米沢市独自のフルコス

ト計算書による事務事業の評価実施が行財政改

革に資することになると考えますが、当局の見

解をお聞かせください。 

  次に、小中学校の適正規模・適正配置につい

てお尋ねします。 

  米沢市の小中学校の児童・生徒数は年々減少

しており、平成12年当時の小学校の児童数は

5,838人だったのですが、11年後の平成23年には

4,833人と1,000人以上減少し、同様に中学校の

生徒数も同時期に3,081人だったものが2,601人

に減っています。この少子化傾向は今後も続く

ものと予測されますが、そのような状況におい

て本市はどのようにして小中学校の適正規模・

適正配置を実施しようとしているのか、お答え

ください。 
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  続きまして、定住自立圏構想に対する市長当

局の見解をお尋ねします。 

  定住自立圏構想については、山形市を中心と

して上山市、天童市、山辺町、中山町の３市２

町で、定住自立圏形成協定が締結され、具体的

な共生ビジョンも策定されています。既に合併

という手段が閉ざされた状態にあることを考え

れば、行政機能に限らず民間機能も周辺市町村

と共有していこうとする定住自立圏構想は持続

可能な社会実現のために必要な政策だと思いま

すが、市長当局はどのようにとらえているのか

お答えください。 

  それでは、次に産業振興についてお尋ねしま

す。 

  地元商工業分野において、圧倒的大多数を占

める中小企業の振興を図り、支援していくこと

は地域内経済循環という観点からも非常に重要

なことであります。現在の円高が一過性のもの

ではなく、恒常的なものになりつつあることか

ら、今まで日本経済を先導してきた自動車や電

気などの輸出産業はこれまで以上に海外に出て

いく傾向にあります。このような経済状態にお

いて、国内しかも地方への企業誘致や工場進出

が困難であることは明らかです。 

  そこで、地元で頑張っている中小企業を支援

して活性化を図っていく策が必要だと思います

が、市当局として地元中小企業の振興策につい

てどのように考えているのか、お答えください。

また、中小企業振興の必要性を自治体のみなら

ず、地元中小企業と市民の認識を高めるために、

中小企業振興基本条例のようなものが必要とな

ってくると思われますが、当局の見解はいかが

でしょうか。 

  次に、農業振興政策についてお尋ねします。 

  本市に限らず農業を取り巻く環境は厳しく、

農業従事者の減少と高齢化は、今後さらに進行

するものと思われます。この状態が続けば、耕

作放棄地が拡大していくことも必定です。しか

し、農業には私たちが生きていくために必要な

食糧の安定供給という重要な役割のほかにも、

国土保全や水源涵養、自然環境の保全など多面

的機能も有しています。このように、農業の重

要性は多岐にわたっており、将来を見据えた農

業政策が必要です。 

  市政運営方針では、戸別所得補償制度の円滑

な推進や有害鳥獣対策の強化、農業後継者や新

規就農者への支援、おしょうしなショップによ

る情報発信や販路拡大などがうたわれていまし

た。いずれも、各種事業としては大切なものだ

と思いますが、私には対症療法のような気がし

てなりません。米沢市の農業をこれからどうし

ていきたいのか、その土台になるような基本方

針が見えてこないのです。市全体の人口減少や

高齢化よりも、農業従事者の減少と高齢化はよ

り深刻な状況になっていることをかんがみ、将

来にわたって持続可能な農業を実現していくた

めの方針が必要なのではないでしょうか。市当

局が、米沢市の農業をどのようにしていこうと

考えているのか、お答えください。 

  次に、今年度から実施されている雇用創造推

進事業、いわゆるパッケージ事業についてお尋

ねします。本市の有効求人倍率は、昨年12月に

0.74倍となり、一昨年12月の0.50倍に比べれば

少しずつではありますが改善してきています。

しかし、正社員の有効求人倍率になると、県全

体で0.36倍と低くなっているのも実情です。こ

のような厳しい雇用情勢において、パッケージ

事業はまちなかにぎわい、新産業創出、観光産

業の活性化、これらを柱にして平成25年度まで

実施される予定ですが、その間の雇用創出や将

来的に継続して雇用できる場も確保できるもの

なのか、お答えください。 

  ようやく質問の３項目め、防災対策について

お尋ねします。 

  平成23年３月11日に発生した東日本大震災は、

津波による被害がどれだけ甚大なものになるの
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か、私たちに衝撃をもって知らしめました。そ

して、その津波によって引き起こされた原発事

故は、避難指定区域にとどまらず広範囲にわた

る避難を住民の方々に強いることになってしま

いました。本市にも、福島県から3,800名を超え

る方々が避難してこられており、人ごとではあ

りません。このたびの地震では、米沢市は奇跡

的にも被害が少なく、ライフラインもすべて無

事でした。しかし、地震はいつどこで起きても

おかしくはないわけで、この米沢市でも起きる

可能性は十分にあると想定すべきでしょう。 

  そこで、大震災から１年になろうとしていま

すが、まだその記憶が生々しい今この時期に、

自主防災組織の必要性を市民に訴えていくべき

だと思います。市政運営方針の中でも、「自主

防災組織の設立を推進し、コミュニティー防災

力を高める」など、防災体制の構築に努めてい

くことがうたわれていましたが、この自主防災

組織がなぜ必要なのか、コミュニティー防災力

を高めることで何ができるのか、市当局の考え

をお聞かせください。 

  続いて、本市における防災拠点についてお尋

ねします。これは、昨年12月議会の一般質問で

も触れましたが、本市の指定避難場所は全部で

64カ所あります。そのうち、小中学校やコミセ

ン等は55カ所になります。来年度早々には、市

内最後のコミセンとなる中部コミセンがオープ

ンすることから、指定避難場所も１カ所ふえる

ことになるのではないでしょうか。 

  これらの施設は、災害発生時から一定の期間

避難場所となるわけですが、避難場所としての

機能がどうなっているのか、疑問に感じている

のは私だけではないと思います。本市の小中学

校の耐震化工事は、平成26年度までに完了する

予定のようですが、文部科学省では東日本大震

災の被害を踏まえた学校施設の整備について昨

年７月に取りまとめており、この中で「学校施

設は児童生徒の学習・生活の場であるとともに、

災害時には地域住民の応急避難場所としての役

割を果たすことから、学校施設の安全性、防災

機能の確保は極めて重要です」と述べられてい

ます。そこで、市内の小中学校やコミセンなど

の防災機能について、市当局としてどのように

整備、強化していくつもりなのか、お答えくだ

さい。 

  最後に、病院事業についてお尋ねします。 

  米沢市立病院では、平成19年７月に米沢市立

病院中長期計画を策定して、患者サービスの向

上、良質な医療の提供、経営基盤の強化、これ

らを事業運営目標として改善に努めてこられた

はずです。しかし、医師・看護師不足は慢性化

しており、常勤医師の減少により診療科目が減

ってしまうという、総合病院としてはゆゆしき

状態にあります。また、平成21年度に比べ赤字

幅は減少したものの、１億4,000万円近くの純損

失を計上し、平成22年度決算においては62億円

にも上る累積欠損金を抱えるに至ってしまいま

した。 

  市立病院の中長期財政収支計画では、平成25

年度に経常収支の黒字化を目指していますが、

その達成は非常に難しいと言わざるを得ません。

そこには、医師・看護師の不足や地域の高度医

療、救急医療等の不採算部門を担っていること

など、さまざまな要因が挙げられるのでしょう

が、人材の不足はさらに人材を集めることを困

難にし、人が集まらなければまた人材不足にな

るという、悪循環に陥っているのではないでし

ょうか。そこで、このような状況を打開するた

めの抜本的な解決策が必要かと思われますが、

米沢市立病院として何らかの打開策があるのか

お尋ねします。 

  また、平成27年までの中長期計画を改定して、

これからの病院事業に臨まれるわけですが、米

沢市立病院の展望についてどのようにとらえて

おられるのか、お答えください。市立病院の事

業は、市民の命と健康に直結する重要な仕事で
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あり、地域医療の中心的役割も担うことを考慮

すれば、その改革に当たって全面的に協力する

ことはやぶさかでありません。ぜひ、思いのた

けを述べていただきたいと思います。 

  今回の質問は、これから先の人口減少と少子

高齢化が進行する中で、いかにして持続可能な

米沢市を実現していくかということが根底にあ

ります。これは、行政のみならず産業、教育、

防災、病院など、あらゆる場面においてこの人

口減少と少子高齢化が及ぼす影響が、非常に大

きいと考えているところからきています。市長

当局も恐らく同様の考えだとは思いますが、以

上の点を踏まえて答弁をお願いいたします。 

  最後になりますが、この３月をもって退職さ

れる米沢市職員の皆様には、長年米沢市の行政

運営に御尽力賜り、心より御礼申し上げます。

また、この議場におられる黒田農業委員会事務

局長、小林総務部長、斎藤産業部長、根津議会

事務局長、吉田議会事務局次長、渡辺消防長、

渡部修一建設部長、渡部会計管理者、町田副市

長の皆様におかれましては、議会対応の最前線

に立たれていたことから、その御苦労はいかば

かりだったかと御推察いたします。今後も、米

沢市の行政運営に御助言くださいますようお願

い申し上げますとともに、長年の御労苦に敬意

を表しまして、壇上からの質問を終わります。

本当にお疲れさまでした。 

○佐藤 議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの海老名悟議員の御

質問にお答えをいたします。 

  私からは、小中学校の適正規模・適正配置に

ついて、中小企業振興策、農業振興政策、自主

防災組織についてお答えをいたします。これら

に対する補足、及びその他の事項については、

部長よりお答えをいたします。 

  米沢市立学校適正規模・適正配置については、

市政運営で申し上げましたように本市の重要課

題の一つととらえております。新年度に策定す

る米沢市立学校適正規模・適正配置等基本計画

については、その基本理念や進め方については

所管する教育委員会がまず作成することが手順

と考えております。しかしながら、新たに学校

建設が伴うなどの場合には、相応の一般財源も

必要なことでありますので、財政フレームの構

築も重要な課題となってまいります。計画を遂

行する上でも、財源確保などの検討を行い、最

終的には本市としての基本計画を示す必要があ

ると考えています。 

  続いて、中小企業振興策でありますが、本市

の経済情勢は平成20年のリーマンショック以降

の厳しい状況からやや改善していた矢先の震災

や円高、世界的な金融問題や中東情勢の問題、

さらにはタイの洪水の影響などによるデフレ経

済が依然として続き、世界経済がますます不透

明感を増す中で、本市の中小企業においても右

肩上がりの経済が望めない、厳しい経営環境に

あるものととらえております。 

  本市の産業、とりわけ工業の分野におきまし

ては、製造品出荷額が平成２年より県内第一で、

東北を代表する産業集積地になっているところ

であります。このことは、企業間のネットワー

クや教育、研究、産業支援機能としての山形大

学工学部、山形県工業技術センター置賜試験場

の存在などが大きな役割を果たしており、とり

わけ山形大学工学部については地元産業の身近

な学術研究機関としての技術相談や共同研究、

大学の持つ豊富なシーズの活用など、地元企業

にとっても心強いもので、本市の強みでもあり

ます。 

  資源の少ない日本にあっては、技術力をもっ

て産業形成を図らなければならないと考えてお

ります。幸い本市には、今述べましたように山

大工学部を有しており、従来産業への技術的な

協力をいただくとともに、工学部から出ました

有機ＥＬが本格的な普及への研究開発が行われ
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ており、関連産業とともに新しい産業の創出に

向けた取り組みや付加価値を高める６次産業へ

の取り組みを目指して支援していきたいと考え

ております。 

  米沢市の方向性についてでありますが、市の

まちづくり総合計画第４期実施計画では、産業

振興の基本方針として創造性豊かで活力ある産

業のまちづくりを掲げて、総合的な産業力の推

進、豊かな地域資源を活用した観光の振興、活

力あるものづくりの振興、集客力のある商業・

サービス業の振興を明示し、いわゆる中小企業

の振興方針を示しているところであります。 

  全般的には、商業、工業、観光などにおける

中小企業の安定した経営及び規模拡大を支援す

るため、円滑な資金運用や調達を行っている公

的融資制度及び信用保証制度のうち、山形県信

用保証協会保証料補給金、及び商工業振興資金

融資制度、並びに産業立地促進資金融資制度に

ついて、効率的な企業経営の継続と中小企業の

事業発展への支援を継続して推進してまいりた

いと考えているところであります。 

  そのうち、商業につきましては米沢市商店街

連盟や地域商店街の活性化を図る振興策を中核

とした事業展開により、全体として魅力ある商

業を構築し、地域の活性化を目指した支援を行

っていきたいと考えております。 

  具体的には、本市ではこれまで米商連加盟店

で使えるプレミアム付商品券の発行支援や、米

商連ポイントカードに対する支援などを行って

きたところでありますが、今後の消費活動など

のタイミングを見ながら、効率の上がる商店街

などの商業者への支援を行ってまいりたいと考

えております。あわせて、平成23年度から実施

しております米沢市商工業地域活性化支援事業

費補助金については、商店街等を対象としたイ

ベントや活性化に要する経費を支援しており、

新年度においても予算を増額しながらその活用

を働きかけていく予定であります。また、米沢

市商店街連盟の協力のもとに新たに１店舗１名

物開発事業への支援を行っていくほか、本市産

業の振興や活性化と若者の定住化を目的として、

若者による起業を支援すべく、米沢市若手起業

家支援事業費補助金を新設し、地域の魅力を高

め、若者の定住や雇用創出につなげていきたい

と考えております。 

  次に、工業の振興についてであります。昨今

の厳しい経済状況の中、米沢市工業振興計画の

もと、これからは足腰の強い企業体質が求めら

れていることから、その一つとして平成23年度

からものづくり産学連携専門員を配置し、地元

企業の産学共同研究の支援、知的財産の相談、

他企業との事業化に向けたマッチング支援、も

のづくり企業の課題解決、企業の新分野への取

り組み支援などの活動を行っているところであ

りますが、既に200件を超える企業訪問を行い、

中小企業の活性化に努めてきたところであり、

今後とも継続してものづくり、産学連携専門員

を配置していきたいと考えております。 

  また、本市産業界の特徴である重層なネット

ワークの中、総合的な地域内産業と企業の活性

化のために、これまでの元気米沢プロジェクト

と自動車関連産業等地域活性化戦略会議、この

二つを統合し、新産業創出推進協議会として活

動することとしており、人材育成や山形大学と

の連携強化を図っていく考えであります。 

  あわせて、さきに触れましたが、米沢市商工

業地域活性化支援事業費補助金の中で、販路拡

大支援事業及び新商品開発に要する経費への助

成を行う新規事業創造事業をメニュー化してお

り、また有機ＥＬに関しましては有機ＥＬ関連

事業として共同研究のための補助金と事業者や

個人が有機ＥＬを設置する場合の補助金、研究

開発のためのパネル購入補助金などにより支援

をして、有機ＥＬ関連企業の構築につながる支

援を継続して実施してまいりたいと考えており

ます。 
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  続いて、農業振興政策について申し上げます。

本市の農業は、近年の米の需要量の減少による

米価の低迷に加えて、経営者の高齢化によって

水田管理に手が回らなくなる一方で、山間地域

では猿などの鳥獣被害が経営意欲を減退させ、

ひいては耕作放棄地がふえることとなって、中

山間地域の大きな課題となっております。本市

の基幹作物である稲作について、中小規模の稲

作単一経営では経営が成り立たないことから、

稲作経営の規模拡大の一方で、園芸作物や畜産

との組み合わせによる複合経営を推進し、収益

性の高い多様な農業の振興を図るという基本的

な方針のもと、市の単独事業や国、県の事業の

活用を行い、農業経営の改善・発展に向けた支

援を行ってまいりました。 

  本市農業の基本的な振興方針は、農業振興地

域の整備に関する法律に基づく米沢農業振興地

域整備計画、酪農及び乳用牛生産の振興に関す

る法律に基づく米沢市酪農・肉用牛生産近代化

計画、米政策改革大綱に基づく米沢地域水田農

業ビジョン、そして本市独自の米沢市園芸振興

計画に沿ったものでありますが、法律などの定

めによりそれぞれ策定しているためわかりづら

いということもありますので、会津若松市のア

グリわかまつ活性化プラン21など先行事例があ

りますので、参考にしながら市の方針をわかり

やすく発信できるように努めていきたいと考え

ております。 

  これまで振興に努力してきた結果、稲作を中

心とした土地利用型農業では着実に規模拡大が

図られ、また小規模な農家から大豆・ソバなど

の作業を受託して生産量アップを目指す意欲的

な法人等も多く組織化されたことから、これら

は小中規模農家の経営維持にもつながっている

ものと考えております。また、園芸作物におい

ても国や県の事業を活用し、大規模な花卉栽培

や野菜の栽培に取り組む意欲的な農家も誕生し、

周年農業に取り組まれている農家も増加して、

畜産経営でも後継者を中心に規模拡大が着実に

進んでおります。 

  しかしながら、市全体として平成12年から22

年までの10年間で農家総数で22％、販売農家数

では33％の減少があり、農業算出額も年によっ

て多少増減はあるものの、近年は右肩下がりと

なっております。農業従事者の高齢化により農

家数の減少に歯どめをかけることの困難さや、

農畜産物価格の低迷により経営は依然として厳

しい状況が続くものと思われますが、今後とも

農業の持つ多面的な機能や食料供給の大事さを

まず行政が広く認識し、農家、消費者にも広く

周知して農業の経営安定化を図り、意欲的な農

業者に対しては経営改善に積極的な支援を行っ

て、経営発展と本市農業算出額の増加に努めて

まいりたいと考えております。 

  また、本市の恵まれた自然環境のもとに、米

沢の味ＡＢＣはもちろんでありますが、上長井

雪菜など地域特産や、あるいはさまざまな農畜

産物を地域内で消費する地産地消、あるいは観

光などで地域に来ていただいて消費していただ

く地産訪消を積極的に進めるため、アンテナシ

ョップの出店や産直への支援に加えて、農畜産

物の加工による付加価値向上などについて、農

業と商工観光業との連携によって６次産業化の

取り組みを行ってまいりたいと考えております。 

  具体的には、先進事例の研修について農業者

の方々とＪＡ、商工会議所及び本市の職員が一

緒に勉強をしながら支援策を考え、取り組みの

きっかけづくりとしてきめ細かに対応できる市

単独事業の「未来を拓く農業支援事業」の活用

を働きかけていくほか、国の農業者戸別所得補

償制度を活用して収益性の高いさくらんぼ、流

通体制が確立されている枝豆やアスパラガスな

どの野菜類の新規作付を推進し、産地形成を図

っていきたいと思っております。 

  また、本市の魅力的な農畜産物の情報発信を

広く行う米沢おしょうしなショップ事業などを
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通じ、首都圏や地元において知名度アップと生

産拡大につながる取り組みを行うことや、猿な

どの鳥獣害対策などにも力を入れていきたいと

考えております。 

  最後に、自主防災組織についてでありますが、

災害発生の初期段階においては、地域の住民が

お互いに協力して自分たちの町を自分たちで守

るという活動が重要となってまいります。被害

の軽減や最小限に食いとめるためには、自助が

７割、共助が２割、公助が１割と言われており

ます。 

  また、被害を最小限に減らしていく減災の取

り組みに欠かせないのが、市民の防災意識であ

ると考えております。本市では昭和42年の羽越

水害以降、豪雪以外の大きな災害が発生してい

ないことから、「米沢は雪は降るけれども地震

が来ない安全な町」という認識を持っておられ

る市民の方も多いようですが、しかしながら米

沢にも長井盆地西縁断層帯などの活断層が確認

されております。このため、米沢にも地震は必

ず来るとの認識を持って自主防災活動に取り組

んでいただくように、自主防災組織の必要性を

市民に理解していただき、引き続き市民の防災

意識の向上を図る活動に取り組んでいきたいと

考えております。 

  私からは以上です。 

○佐藤 議長 小林総務部長。 

  〔小林正夫総務部長登壇〕 

○小林正夫総務部長 私からは、（１）効率的な

行財政改革についてのうち、①人事評価制度の

改革、外１点の御質問にお答えをいたします。 

  初めに、人事評価制度の改革でありますが、

市政推進に当たりまして組織の活性化を図り、

職員の意欲と能力を最大限に高めていくことは

重要なことと認識をしているところであります。

現状に目を向けますれば、ますます厳しくなる

財政状況の中、少子高齢化や地方分権の進展な

どにより、限られた職員数で新たな行政課題や

多様化する市民ニーズにも対応するため、職員

の意識改革と能力向上を図る人材育成の観点か

らも、人事評価が必要とされているところであ

ります。 

  職員の人事評価として、現在管理職以外の職

員につきましては年１回の勤務評定を行ってお

ります。これを職員の昇任、昇格などの任用管

理や人材育成の参考として活用しているところ

であります。この勤務評定においては、直属の

上司から始まり、所属長までの３段階にわたり

部下職員のさまざまな面について評価をしてい

るものでございます。この評価を行うことによ

り、その職員に何が不足しているのかが明らか

になりますので、所属長が行う職員の資質向上

のための指導にも大いに役立っているところで

ございます。 

  また評価する側、評価者の評価能力の向上な

ども大切なことですので、現在は職員研修科目

に評価者研修を取り入れまして、管理監督者を

代表として実施しているところでもあります。 

  一方、管理職を対象とした評価制度につきま

しては、その構築に向け、目標によるマネジメ

ント制度を平成18年度から一部導入し、試験的

に実施を継続しているところであります。こち

らにつきましては、所属長がまちづくり総合計

画などの上位方針などに照らして、みずからの

部署としての目標を設定し、進捗及び実行を管

理することに対し、直属の上司がその管理状況

を対象に評価を行うものとなってございます。 

  今後の評価システム構築に向けての方向性と

しましては、新米沢市行財政改革大綱でお示し

しているとおり、人事評価制度につきましては

人材育成を主眼として、職員の仕事に取り組む

姿勢や仕事の成果に対しより適正な評価を行い、

昇任・昇格などに適切に反映させることで職員

のさらなる意欲を引き出すため、そのシステム

の充実を図ってまいりたいと考えております。

同様に、目標によるマネジメント制度におきま
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しても、各所属の業務について目標管理型の業

務執行を取り入れることにより職員の能力向上

と組織の活性化を図り、自治体の経営管理サイ

クルを充実させていきたいとも考えております。 

  次に、（３）の市民の意識向上と防災対策の

関係についてお答えを申し上げます。 

  自主防災組織の組織率の向上の取り組みと、

設立後の育成策の考え方について、まずお答え

をいたします。本市の自主防災組織の現状であ

りますけれども、平成23年12月31日現在におい

ての設置数等につきましては、129組織が結成さ

れており、全世帯数に対する割合が43.5％とな

っています。過去２年間の組織率の推移につき

ましては、各年度４月１日時点においてでござ

いますけれども、平成21年度が26.8％、平成22

年度が32.8％ということでございますので、平

成21年度と今回の数値を比較してみますと16.7

ポイント上昇したところでございます。 

  市民の防災に関する意識高揚を図るため、広

報よねざわや市のホームページへの防災関係記

事の掲載、防災の基礎知識をテーマとした鷹山

大学の防災の基礎知識講座の開催や、防災に関

するまちづくり出前講座、市総合防災訓練への

参加、県主催の防災講演会などへの参加を働き

かけるなど、自主防災組織の必要性についての

普及・啓発活動に引き続き努めていく考えでご

ざいます。さらに、新たに自主防災組織を結成

した場合には、世帯数に応じまして３万円から

７万円相当の防災資機材の交付などの支援をや

っている現状でもございます。 

  いずれにしましても、地道に粘り強く本市の

役割として市民の意識啓発を中心に、自主防災

組織結成に向けて取り組んでいきたいと考えて

いるところでございます。なお、自主防災組織

につきましては、組織化することが目的となっ

てしまい結成して終わりということではなくて、

本来の目的である被害軽減につながる防災、減

災への活動への取り組みが大切になります。こ

のため、自主防災組織結成後においても活動が

継続するような育成支援策として、防災活動へ

の助言や指導、出前講座による講習会の開催、

県が主催いたします自主防災組織リーダー研修

会への案内、自主防災組織の訓練時における防

災資機材の交付支援や貸出支援などについて、

今後とも継続して実施していきたいと考えてい

るところでもあります。 

  次に、学校やコミュニティセンターにおける

防災拠点としての機能についてお答えをいたし

ます。 

  まず、水や食料などの備蓄品につきまして、

現在すべての避難所への配備とはなってござい

ませんで、各コミュニティセンターに配備して

いる防災倉庫に保管しているところでございま

す。本市が現在備蓄している主なものとしまし

ては、食料としてはクラッカー約6,500食分、２

リットルのペットボトルに入りました飲料水が

約3,200本、毛布が約4,200枚、それから使い捨

てトイレが約170セットで2,000人分の備蓄をし

ているところでございます。 

  また、停電時における非常用電源を確保する

発電機につきましては、既に発電機が配備され

ておる指定避難所としましては上郷小学校、三

沢東部小学校及び松川コミュニティセンターの

３カ所でございますことから、このたび国の３

次補正を使いまして新たに発電機等を、県立高

校などを除く市の施設であります避難所52カ所

に配備をいたし、非常用電源の確保に努めてい

きたいと考えているところであります。 

  次に、避難所運営の機能を充実させるために

ふだんから学校、コミュニティセンターと地域

とのコミュニケーション、いわゆる結びつきを

つくっておく必要があるのではないかという部

分でございますけれども、避難所運営について

でございますけれども、避難所開設の初期段階

においては施設管理者が中心となり、避難所開

設の業務遂行に当たることになってございます。
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また、避難所における直接的な運営については

避難者の共助、共同の精神と自力再建の原則に

基づき、避難者を主体とする避難所運営委員会

が担い、行政や施設管理者はそれをサポートし、

協力をしていくことが基本であると位置づけら

れているところでございます。避難者はサービ

スの受け手ではなく、お互い助け合い、みずか

ら避難所運営に参加することにより避難所とし

ての機能が発揮できるものであるということを、

避難者全員に理解をいただくことが大切だとも

考えてございます。そのためにも、日ごろから

防災に関するまちづくり出前講座などで、避難

所運営における住民の役割などを訴えていくと

ともに、広報よねざわやホームページにおいて

周知を図ることにより、住民の方の理解が得ら

れやすくなるよう努めてまいりたいとも考えて

おります。 

  そして、いざというときに避難所運営をスム

ーズに行うためには、日ごろからお互いに顔の

見える関係が必要になってきます。防災に関す

る避難所運営の面からだけでなく、ふだんの生

活においても地域コミュニティーにおける住民

相互のコミュニケーションは大切なことであり

ますので、地区の運動会でありますとか文化祭

などの各種地域行事を通して、さらには学校の

ＰＴＡ活動や部活動の保護者会活動など、学校

や地域の交流を深めていくようなさまざまな機

会を通じて、ふだんから学校・コミュニティセ

ンターと地域とのコミュニケーション、結びつ

きをつくっていけるよう、関係機関との連携を

図っていきたいとも考えてございます。 

  私からは以上です。 

○佐藤 議長 山口企画調整部長。 

  〔山口昇一企画調整部長登壇〕 

○山口昇一企画調整部長 私からは、フルコスト

計算書の導入についての御質問にお答えをいた

します。 

  一般的に行政評価制度とは、市が行っている

事業について計画を立て、実施し、事業終了後

に結果を評価をし、改善をし、次の計画に反映

をさせていくというマネジメントサイクルを確

立する仕組みであります。 

  先ほどお話のありました大野城市のフルコス

ト計算書につきましては、税金や人員などの資

源をもとに市民にどれだけのサービス量を提供

しているのかを把握するため、継続的に行って

いるすべての事務事業について事業ごとにコス

トを算出し、対象者１人当たりのコスト、受益

者１人当たりのコスト、市民１人当たりのコス

トに分けて評価をするとともに、公募による市

民や各種団体からの推薦者、民間コンサルタン

ト、市職員で構成をする評価委員会で、総合的

に事後評価を行う制度であります。そして、第

三者による事後評価の結果によっては事業の見

直しを行うとともに、次年度予算の増減に反映

をさせるなどをしているようであります。 

  一方で、本市の行政評価については、２年に

１回策定をします実施計画の見直し作業にあわ

せて各担当課が前年度の事業を振り返り、事業

の内容や実施方法に関しよりよい効果を得るた

めの工夫、改善等を職員一人一人が考えること

を目的として実施をしており、その評価結果を

考慮しながら今後３年間に実施する実施計画へ

の登載事業を企画立案しているところでありま

す。 

  評価に当たっては、事業の目的を踏まえ、事

業に要した経費や従事した職員数、事業量をま

とめるとともに、策定した成果指標に対応した

実績を記載した上で、具体的にその事業が施策

目標に対してどの程度寄与したかを検証してお

ります。また、事業目的の妥当性、有効性、効

率性、公平性の四つの観点から、今後の事業の

あるべき方向性をみずから見出し、その結果を

よりよい事業の展開に向けた改善のために活用

することとしております。 

  このことからも、大野城市の行政評価とは詳



- 29 - 

細な事業別内訳をコストとして算出することや、

第三者委員会による評価を行っている点などの

手法に違いはあるものの、現在行っている事業

を振り返り、工夫や改善点を見出し、よりよい

政策・施策及び事務事業の実施につなげていこ

うとするマネジメントサイクルに変わりはない

ものと考えております。 

  本市が市民満足度を高め、簡素で効率的な行

政運営を推進していくためには、行政評価は重

要なツールでありますので、御指摘のありまし

た大野城市の事例も含めて、現在実施をしてい

る行政評価の方法の改善等を検討しながら、よ

り効果的な手法を目指してまいりたいというふ

うに考えておりますので、ぜひ御理解をいただ

きたいというふうに思います。 

  それから２点目でありますが、定住自立圏構

想の御質問にお答えをいたします。 

  定住自立圏構想については、市町村合併にか

わる新たな広域連携推進施策として平成21年４

月１日から施行されているところであり、市町

村が１対１で協定を締結し役割分担を図ること

により、圏域として生活に必要な機能を確保し、

地方都市から首都圏等３大圏域への人口流出を

防ごうとする制度であります。 

  具体的には、要件を満たす市が中心市宣言を

行い、周辺市町村と協定を結び、生活機能の強

化、結びつきやネットワークの強化、圏域マネ

ジメント能力の強化、これら三つの部門でそれ

ぞれ一つ以上の具体的な取り組みを行うもので

あります。中心市となる要件は、人口が５万人

程度以上であり、昼夜間人口比が１以上、つま

り昼間人口が夜間人口を上回る求心力のある都

市であり、また一方で連携先となる周辺市町村

の要件としては、自市町村の通勤・通学者のう

ち中心市に通勤・通学する者の割合が10％以上

あることとされております。中心市の要件を満

たす市は全国で243市ありますが、中心市宣言を

行っている市の数は平成24年２月10日現在で73

市であり、そのうち64の市が具体的な定住自立

圏域を形成しているという状況にあります。 

  東北地方においては、青森県の弘前市と八戸

市、秋田県の由利本庄市と大館市、湯沢市、横

手市、宮城県の石巻市と大崎市、福島県南相馬

市、山形県山形市の10市が中心市宣言を行って

おります。山形市の状況を申し上げますと、天

童市と上山市、山辺町、中山町の３市２町で圏

域を形成し、中心市と周辺市町の具体的な連携

項目としては、中山町、山辺町の両町の消防事

務の山形市への委託や市町間のバス路線の整備

など、圏域の生活機能の強化や地域公共交通ネ

ットワークの強化を図る内容となっております。 

  一方で、山形県内には山形市以外に中心市要

件を満たす市としまして米沢市、鶴岡市、酒田

市、新庄市、東根市の５市があり、また本市の

場合は南陽市、高畠町、川西町が周辺市町村と

しての要件を満たすことになっております。御

指摘のとおり、定住自立圏構想を初めとした広

域連携の必要性は、行政コストの低減と事務の

効率化の観点から極めて重要な視点であるとい

うふうに認識をしており、今後のまちづくりを

考えるに当たってそれぞれの自治体がフルセッ

トで生活機能を整備をしていくということには

限界がありますので、経済、社会、文化、生活

など多くの面で密接な関係がある圏域内で連携

していくことは、今後ますます重要になってい

くものというふうに考えております。 

  このような認識のもとで置賜３市５町の圏域

を考えてみますと、置賜広域行政事務組合によ

るごみ・し尿の共同処理や電算共同アウトソー

シング、この４月からスタートします広域消防

などの広域連携施策に取り組んでいるほか、公

立置賜総合病院の運営については県と長井市、

南陽市、川西町、飯豊町で構成する置賜広域病

院組合が運営主体となるなど、本圏域において

は積極的な広域連携が進んでいるものというふ

うに認識をしております。 
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  これまで、事務レベルではありますが、定住

自立圏構想に関する調査研究として、総務省主

催の定住自立圏構想の勉強会に置賜各市町の担

当者が一緒になって参加をしたほか、山形市の

定住自立圏の取り組みに関する視察、鶴岡市・

酒田市の担当者との意見交換なども行ってまい

りました。今後とも、引き続きこうした情報収

集などを重ねながら、具体的にどういったこと

で新たに広域連携ができるのか、それぞれの市

町の抱える問題など広域連携施策を検討してい

くこととし、定住自立圏構想につきましては構

成市町間の機運の動向にも注視をしながら、引

き続き研究課題とさせていただきたいというふ

うに考えております。 

  私からは以上であります。 

○佐藤 議長 答弁の途中でありますが、暫時

休憩をいたします。 

 

午前１１時０６分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１１時１６分 開  議 

 

○佐藤 議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  原教育長。 

  〔原 邦雄教育長登壇〕 

○原 邦雄教育長 私からは、海老名議員の御質

問にありました小中学校の適正規模・適正配置

のうち、その進め方、スケジュールについてお

答えをいたします。 

  米沢市立学校適正規模・適正配置等基本計画

策定にかかわる基本的な考え方につきましては、

平成23年２月に答申をいただきました。その米

沢市立学校適正規模・適正配置等基本方針に基

づいたものに従って策定をいたします。 

  今後の進め方につきましては、教育委員会内

において原案を作成いたしますが、この業務を

遂行していくためには財政的な裏づけが必要で

ありますので、財政フレームの構築を行いなが

ら関係各課との協議や合意形成を図ってまいり

ます。その後、議会へ御説明申し上げ御意見を

いただき、あわせて市民の皆様にも計画をお示

しし、さらにパブリックコメント等の募集など

を行い、市長の市政運営方針の中で申し上げま

したように最終的には平成24年度の中ごろには、

本市としての基本計画を策定したいと考えてお

ります。 

  また、本市としての基本計画を作成した後に

は、できる限り早い段階で該当地区には御説明

を申し上げ、協議を行っていきたいと考えてお

ります。 

  私からは以上です。 

○佐藤 議長 斎藤産業部長。 

  〔斎藤友久産業部長登壇〕 

○斎藤友久産業部長 私から、初めに中小企業振

興基本条例の制定についてお答え申し上げます。 

  地域活性化のための方向性や施策に取り組み、

行政、中小企業、市民、それぞれの役割を明確

にし、一体的な推進を行うことを定める条例で

ありますが、この条例は工業者に限らず商店な

どの商業や観光業などのサービス業までを含め

た産業全般について、地域で展開するさまざま

な取り組みについて意義づけをし、それらを結

びつけ、持続性と広がりを持った取り組みにし

ていく上で重要であると認識しております。 

  今後条例制定については、米沢市内で頑張り

新たな取り組みを進める企業やネットワークを

把握し、地域における意義を明確にして、行政

やその役割を担う関係者がどうサポートしてい

くのかが課題であり、中小企業振興基本条例の

制定で持続的で効果的な地域経済振興施策の基

礎になるものと考えております。 

  中小企業振興条例を制定された山形市を初め

行政体では、時間をかけて議論し策定している
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ようでありますので、本市にとって中小企業振

興基本条例がどのような位置づけのもとに制定

していけるのか、関係者や関係団体、機関及び

先進地の事例を見ながら検討していきたいと考

えております。 

  続きまして、パッケージ事業についてお答え

いたします。 

  厚生労働省委託事業の地域雇用創造推進事業、

通称パッケージ事業については、平成23年７月

より取り組んでいるところであります。この事

業は雇用環境が厳しい地域が対象で、地域の実

情や課題を解決するための雇用主向け、求職者

向けと、さまざまなソフト事業を実施すること

で、雇用に結びつけていく事業であり、３年間

のうち初年度の平成23年度事業をほぼ終了し、

残る２年間も平成24年、25年度につきましても

100％国費で事業を実施することができるもので

あります。米沢市商工会議所初め置賜総合支庁、

山大工学部等の関係機関、団体が参加して、米

沢市雇用創出協議会を組織し、推進していると

ころであります。 

  事業内容といたしましては、にぎわい再生を

目指したまちづくりと新産業創出による雇用創

出プランを大きなテーマに掲げ、まちなかにぎ

わい再生分野、新産業創出分野、観光産業の活

性化分野の三つの分野を重点分野と位置づけ事

業を実施しており、事業費は３カ年で１億2,000

万円程度を見込んでおり、毎年20の事業、合計

60の事業を実施し、３カ年で212名の新たな雇用

を目指しております。本市には、すぐれた地域

資源などが多数あることから、それらを有効に

活用した産業創出、また恒常的に求人のある業

種などで効果的に人材育成のセミナーなどを開

催し、就労と産業の活性化につなげてまいりた

いと考えております。 

  具体的には、雇用拡大メニューとして実践！

参加型まちづくりセミナー、経営革新塾、食の

安全セミナー（ＨＡＣＣＰコース）、農業法人

化セミナー、米沢織ブランド推進セミナーなど。 

  人材育成メニューとして空き店舗活用チャレ

ンジショップ経営セミナー、まちなかおしょう

しなスタッフ育成講座、ビジネスマナー＆ＩＴ

スキルアップセミナー、福祉施設就業セミナー、

ＩＴ利活用セミナー、有機エレクトロニクスセ

ミナー、ものづくり人材育成基礎講座、米沢し

こだまうまいもの加工セミナー、食の起業家セ

ミナー、観光コンシェルジェ養成セミナー、伝

統工芸担い手育成事業、これについては米沢織

の後継者育成になっております。 

  また、就職促進メニューとして、就職情報発

信ホームページの作成、求職者のための就職相

談、就職相談面接会などの内容となっており、

残る２カ年をこれまでのセミナー内容を精査し、

さらに検討・工夫を加えながらより効果の高い

セミナーを実施していくように努めてまいりま

す。 

  また、御質問にございました効果、成果でご

ざいますが、最終年までの平成25年度末まで250

社、2,466人のセミナーなどへの参加を得て、３

年間で先ほど申し上げました212名の雇用の創出

を目標として、パッケージ事業を行ってまいり

たいと考えております。 

  私からは以上でございます。 

○佐藤 議長 加藤市立病院事務局長。 

  〔加藤智幸市立病院事務局長登壇〕 

○加藤智幸市立病院事務局長 私からは、４番目

の項目であります病院事業についてお答えいた

します。 

  初めに、経営改善策としての公立病院改革プ

ランであります米沢市立病院中長期計画につき

ましては、平成19年７月に置賜地域の中核病院

として今後どのように地域住民の期待にこたえ、

良質な医療を提供していくのかの病院運営の道

しるべとするため、外部委員を交え今後10年間

の当面の解決すべき課題や実施すべき目標を掲

げて計画したものであります。計画の実施に当
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たっては、計画に沿った具体的な実施計画を同

時に策定し、各実施年度終了後に効果の検証を

行い、公表しております。 

  今年度は、同計画の後半５年間の始まりとな

るため、前半５年間の効果検証を踏まえながら

見直しを行い、改めて後半５年間の市立病院と

しての道しるべとするため、新たな視点に立っ

て改定したものであります。 

  この計画策定の背景には、施設設備の老朽化

や全国的に問題となっております医師・看護師

の不足、偏在の影響が当院にも及んでおり、ひ

いては病院経営にも影響を及ぼし、安定的継続

的な医療の提供ができなくなるのではという危

機感があります。 

  施設においては、外来、管理棟などの一部の

建物で建築から46年が経過し、老朽化が進んで

おり、早期の建てかえが避けて通れない状況と

なっております。医師不足・看護師不足につい

ては当院においても慢性的に発生しており、医

師については一部の診療科で常勤医の招聘が困

難なことから入院患者を制限しており、看護師

についても３交替制の実施に支障を来しかねな

い状況にあります。 

  公立病院であります当院の役割は、言うまで

もなく地域住民に対して良質な医療を安定的・

継続的に提供していくことでありますが、一方

で公立病院という性格上救急医療、小児医療、

精神医療等の不採算部門に係る医療をも提供し

ていかなければならない役割をも担っておりま

す。今後も、これらの課題の解決を図りつつ、

公立病院としての役割を果たしていくためには、

その前提として経営の安定が不可欠であること

から、中長期計画を策定し、経営改善を目指し

ているものであります。 

  公営企業という性格上、不断の自助努力を行

い、独立採算を基本といたしますが、本来本市

の医療行政の一環として取り組むべき不採算部

門の医療や病院建設などについては引き続き財

政部門と経費負担について協議しながら進めて

まいりたいと考えております。また、病院の建

てかえにつきましては経費負担のほか、さまざ

まな項目について外部の関係機関との意見等の

調整が必要になってまいりますが、これにつき

ましては次の項目の中でどのような病院の将来

像を描いているのかとともに述べさせていただ

きます。 

  次に、今後の展望でありますが、米沢市立病

院の役割は病院の医療理念にも掲げております

とおり、地域医療へ貢献し、安心、良質で公正

な医療を地域住民に安定的、継続的に提供して

いくことであります。そのためには、医師、看

護師を初めとする医療スタッフを充実させると

ともに、施設や設備を整え、経営基盤を強化し

ていくことが求められていると考えております。

医師不足につきましては、大学医局への働きか

けやドクターバンクへの登録を継続的に行って

いるほか、負担軽減のための医師事務作業補助

者、いわゆる医療クラークを増員するなどの対

策を講じております。 

  看護師不足につきましては、採用年齢の引き

上げ、病院独自の奨学資金制度の創設や看護学

校等への訪問活動を行っており、少しずつでは

ありますが効果が出始めております。 

  施設においては、先ほども述べましたとおり

老朽化が進んでおり、病院の早期建てかえが避

けて通れない状況であります。今年度は、院内

に新しい病院のあり方に関する検討委員会を設

置し、内部検討を始めるとともに、建設するに

当たっては病院単独では不可能であることから、

本市の関係部署との協議を必要に応じ行ってお

ります。病院建設は、同時に市立病院のあり方

について見直す機会になりますので、今後基本

構想や基本計画を策定するに当たり、置賜二次

保健医療圏の人口推移と需要予測、そうした医

療需給の見通し、必要性を満たす診療科目、病

床規模、経営形態等さまざまな検討項目につい
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て、市や外部の意見などをいただきながら進め

てまいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○佐藤 議長 海老名悟議員。 

○１６番（海老名 悟議員） 御答弁、ありがと

うございました。 

  それでは、早速二度目の質問に入らせていた

だきますが、順番を追って聞いていきたいとい

うふうに思います。 

  まず、最初の効率的な行財政改革の中の人事

評価制度の改革という部分についてであります

が、今既に年１回の勤務評定をやりながら、職

員の能力把握などに努めて、人材育成に主眼を

置いてやっていくんだというふうなお話があり

ました。いわゆる働いていらっしゃる方々の一

人一人の能力を把握するというか、これは非常

に大切なことだと思います。これ抜きに、評価

というのは成り立たないということは常識だと

思いますので、そういった点でこの勤務評定を

することによって、職員の能力を把握していく

ということについては大変重要なことだと。こ

の認識については一緒です。 

  ただ、この評価に基づいて、今の段階では人

材育成というものに主眼を置いているというこ

とについても、これも一緒です。その評価がい

きなり、例えば昇給というんですか。いわゆる

昇格というんでしょうかにつながったり、あと

は給与面でそれが即反映されるというのが、短

期でこれが実施されるということになってしま

うと、いわゆる自治体の職員の方々に対しての

そのやり方というのは、民間とは残念ながらこ

れは同一にはできないということも理解してい

るつもりです。 

  しかし、その能力が認められるというところ

が、どこで認められているというふうに本人が

感じられるのかという部分については、これは

やはり考えていかなくちゃならないと思うんで

すが、その評価がどのように反映されていくの

かという部分について、これは今後の課題かも

しれませんけれども、その点についてはどのよ

うにお考えでしょうか。 

○佐藤 議長 小林総務部長。 

○小林正夫総務部長 能力がどこで認められるか

ということでございますけれども、一つは昇任、

昇格という部分で認められる、実感できるので

はないか。あと、さらに上司の評価に基づいて

その人の適性がございますから、その方に向い

た職場に異動することによって、さらに能力が

発揮できるという意味でも、自己実現能力の発

揮という意味では、その人の人材を1.0から何割

増しかに働いていただく契機づけにもなるとい

うことで、そういう勤労意欲が向上するという

意味では、評価に値するのではないかというふ

うに考えるところであります。 

○佐藤 議長 海老名悟議員。 

○１６番（海老名 悟議員） その本人の能力を

把握することによって、昇任、昇格という部分

につながっていくということですので、言って

みれば昇任して昇格していけば、必然的に昇給

もしていくということでありますので、そうい

った点での評価という部分については評価され

ている方も納得できるという部分が出てくると

思います。そういったところから、個々の能力

の育成と、そして本人のやる気というものをこ

れからも出していっていただきたいというふう

に思います。 

  これについて、管理職という部分について最

も適用がされやすい部分なのかもしれませんけ

れども、管理職に行く過程においても当然一般

職員の方々においてもそういった部分を考えて

やられていると思いますけれども、今後もこの

点については昇任、昇格、そしてそれに伴う昇

給という部分も含めて考えていっていただきた

いというふうに思います。よろしくお願いした

いと思います。時間がないので、済みません、

どんどん進めさせていただきます。 
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  ２番目の、フルコスト計算書の導入という部

分については、これはこちら側からの提案とい

うような形でさせていただきました。企画調整

部長の方からは、現在米沢市役所においても事

業実施後に職員一人一人の評価をとって、それ

に実績を絡み合わせて、言ってみれば検証して

いるということから、基本的なマネジメントサ

イクルというのは同じなんだというようなお答

えだったように思います。 

  しかし、ここには決定的に違うところがある

んです。というのは、この行政コスト計算書と

いうものは、計算書という形で一つの紙ベース

であらわすことができるという状態になってい

るわけです。ここに実体がありますけれども、

１枚のシートの裏表にすべてのコストとその達

成度合い、結果、１枚で見えるようになってい

るんです。しかも、これが課内だけで見れる、

例えば議会内で見れるという話ではないんです。

一般の方々も、ホームページを見ればいつでも

どこでも見れるという状況になっているという

ところが、決定的に違うところだと思います。 

  マネジメントサイクルを導入してやっていく

というのは、数値目標を設定しているというこ

とからも、今はもうほとんどこれは常識となっ

ておりますので、米沢市役所のやり方も当然だ

と思います。しかし、それをこのようなきちん

とした１枚のものにあらわすことができるとい

うところが、まず一つ決定的に違うこと。そし

てこれが一般の方々、一般の市民の方々もいつ

でも見れると言える状況になっているというと

ころが、やっぱり決定的に違うと思います。 

  そして、ここには物すごいやはりコスト意識

があるということです。この事務事業をやった

ことによって、どのくらいの人が、市民が、そ

の事業の益を受けるのか。その益に対して、ど

れだけのコストがかかっているのか。そこから

見ていって、この事業がよかったのかどうなの

かということの検証もなされるわけです。 

  ですので、その１枚のシートにあらわすとい

うことと、だれでも見れるという部分、そして

そこには徹底したコスト管理がなされるという

部分については、私はこれは全然違うものだと。

基本的な考え方は一緒でも、これだけやり方が

違うと出てくるものが違ってくるということに

なると思うんですが、その部分についてはいか

がでしょうか。 

○佐藤 議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 今御説明があったとお

り、手法として必要経費の細分化、そしてその

公表、行政コストが市民の目から見える化され

ているということの緊張感、その効果は非常に

大きいものというふうに思います。第三者を含

めた評価委員会という中で評価をしているわけ

でありますので、私もホームページで調べさせ

ていただきましたが、その評価、診断結果につ

いてもこれは公開されているという状況になっ

ていますので、透明性といいますか公平性とい

う面では非常にすぐれた制度だなというふうに

思っております。 

  私どもは、第三者の目ということではなくて、

自分で自分を振り返りながら、自分で評価をし

ていくということに主眼を置いておりますが、

よりよい行政評価のシステム、あるべき姿とい

うものは今後とも継続的に調査していきたいと

いうふうに思っていますので、十分これも参考

にさせていただきながら、どういう姿がいいの

かについて検討させていただきたいというふう

に思います。 

○佐藤 議長 海老名悟議員。 

○１６番（海老名 悟議員） 基本的な行政を運

営していくというところに当たっての考え方と

して、私は行政コストというものについては、

しっかりと認識する必要があると思います。

「いや、当然認識してしています」と当局の

方々はおっしゃると思います。実際、そうされ

ているはずなんです。しかしそれが見えてこな



- 35 - 

ければ、市民にとってはどういうふうに「あれ

って、結果なったの」「どのくらいお金かかっ

ていたの」見えてこなければ、やっていること

が通じないのと一緒だと思います。この行政コ

ストというものに対する認識を新たにして、し

かもそれをこのようにあらわしていくと。なお

かつ第三者機関によっての評定も受ける、そし

て公表する。ここまでやれば、ごらんになられ

た市民の方々はほぼこの１枚の中身で納得して

いただけるんではないかというふうに思います。 

  検討されるというお話でしたけれども、これ

からのこの米沢市の行政運営を考えた場合、行

革のみならず行政全般において、このやり方は

私は絶対必要だと思います。これは、市民に対

しての言ってみれば効果というものもあるかも

しれませんけれども、今度は内部、そこで働い

ている職員の方々一人一人が、これをつくるこ

とによって、また評価を受けることによって、

その事業に対する意欲というものがまた別の意

味で出てくるということだと思います。 

  実際、今回も大野城市の方に私直接電話させ

ていただいて、担当課の方とお話をさせていた

だきましたけれども、「これを実施し始めてか

ら、やはりその各課の職員のモチベーションが

違う。これがやはり一番効果としては大きいの

ではないか」というお話をされていました。市

民から見た目というものも当然ありますけれど

も、内部で働いている人たちのやる気、モチベ

ーションが上がってくる、これが市にとっては

非常に大きいというお話をされていました。 

  ぜひ、その部分も考慮してこのフルコスト計

算書、行政コスト計算書から入っていくという

形になるかと思いますけれども、この部分につ

いてはぜひ具体的に「いついつまで」というよ

うなそれこそ数値設定をしながら、検討してい

ただきたいというふうに思います。 

  続きまして、小中学校の適正規模・適正配置、

こちらについてなんですが、市長の答弁の中で

もあったのが、「まずは教育委員会で話をして

いただく」と。教育長も、「まずは、教育委員

会内で計画を立てるんだ」というようなお話で

した。 

  そこに財政フレームを載っけてくるから、本

庁との協議も入ってくるだろうというふうなお

話でしたけれども、私、この学校の適正規模・

適正配置、これ、基本方針案というものを拝見

させていただいたときに、小学校、中学校、そ

れぞれ適正規模を12学級以上にするんだという

ようなことが出ていました。その規模に基づい

て配置を決めていく、距離もはかってというこ

とがありましたけれども、当然こういったこと

を考えていけば、この適正配置という部分に関

して言うならば、周辺市町村でも行われており

ます学校の統廃合というものが十分考えられる

と思うんです。 

  そうしたときに、先ほど教育長からは教育委

員会内で計画を立て、財政との相談もして、そ

の後議会に説明して、パブリックコメントをと

って、地元の方にも説明するというようなスケ

ジュールをおっしゃっていましたけれども、私

はここにはその行政体の長である市長の断固た

る思いを述べていただかないと、「いや、教育

委員会でこう計画しましたから」「財政がこう

ですから」「議会にも説明しましたし、パブリ

ックコメントとったらこんな感じでしたので、

地元どうですか」ということでは、私は地元の

方の説得というのはかえって難しくなるような

気がして仕方がありません。 

  そこには、行政の長である、しかも市民から

選ばれた人が、責任を持ってまず説明すべきだ

と思います。「今米沢市の人口はこうなってい

る。将来こうなる。子供たちはこうなる。その

子供たちの教育をどうすればいいのか。それを

きちんと考えた上でこれをするんだ」というこ

とがまずないと、順序を踏みましたので、これ

でやりますからどうですかと言われても、恐ら
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く地元の方々にとっては、特に小学校なんかは

そうだと思うんですけれども、地元の方の思い

入れとか地域との結びつきというのが、小学校

が最も深いわけですね。そういった部分に、単

なる「事務的な手続を踏んでやったから、どう

ですか」というのは、私は難しいと思うんです

が、これは市長、どうお考えになりますか。 

○佐藤 議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 物事の一番大事なのは、順序

を誤らないということだというふうに思ってい

ます。それはどういうことかというと、本末転

倒のようなことになってはならないということ

であります。教育はだれのためにあるかという

のを、まず第一に考えなくてはならないと思っ

ています。当然、それは教育を受ける子供たち

というのがあって、子供たちにとってどういう

環境が望ましいかからスタートをして、順を追

って考えていって、学校のあり方ということに

なってくるというふうに思っています。 

  それをまず行財政、すなわちお金の問題が、

端的に言えばお金の問題があって、そこからス

タートして子供たちの教育環境はこうだという

ふうに結論づけるべきではないというふうに思

っています。ですから、まず子供たちにとって

ということからいけば、当然教育委員会の考え

方を固めてということになってくるのが、教育

行政のあり方、あるべき姿だというふうに思っ

ています。 

○佐藤 議長 海老名悟議員。 

○１６番（海老名 悟議員） 教育行政が何のた

めにあるのか、こういった適正配置や適正規模

をなぜ考えなくてはいけないのか、そこには大

前提としてそこで学ぶ子供たちのためにどうす

るのかということがあるのは、これはだれがど

こから見てもひっくり返りようのない事実です。

そこの順序をひっくり返してでも何かやろうと

いうのは、当然あり得ない話なんです。そんな

ことはわかっているんです。それを、だれが言

っていくのかということなんです。 

  「教育委員会で話しました。財政フレームも

くっつけました。だからこうなんです。議会も

了承したので、こうなんです」という話を、教

育委員会の担当者が地元に行って話せば済むこ

となんでしょうかということを言っているんで

す。私は、そこにこそ市民から選ばれた方の思

いと責任があるべきだということを申し上げて

いるんです。この学校の適正規模・適正配置に

関しては、先ほど教育長の方から24年度中に考

えていきたいというお話がありましたけれども、

本当にすぐにでも着手していかなくてはならな

いことだと思います。そういった部分において

も、私は米沢市の行政のトップである市長こそ、

先導して考えるべきだというふうに思います。 

  これ１点、ちょっと具体的なところであれな

んですけれども、適正規模について12学級以上

ということが、基本方針には載っていたんです

が、これは１学級当たりの人数という部分につ

いても、何か踏み込んだ点はあったんでしょう

か。 

○佐藤 議長 土屋教育指導部長。 

○土屋 宏教育指導部長 １学級の人数につきま

しては、現在の山形県の「さんさん」プランと

いういわゆる１学級33人を上限としていくとい

うところを基本に考えているところです。 

○佐藤 議長 海老名悟議員。 

○１６番（海老名 悟議員） 県の方でやってい

る「さんさん」プランも、導入するに当たって

は国の方から随分、言って見れば難癖をつけら

れながら実施されたという経緯を聞いておりま

す。こういった部分についても米沢市で考えて

いくときに、当然県のこの「さんさん」プラン、

文部科学省で言ってくる数字、さまざまあると

思いますけれども、やはりそこには米沢市とし

ての実情をまずは一番に考えるべきだと思いま

す。 

  特に教育行政に当たっては、先ほど来話があ
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るとおり、何のため、だれのためにやるのかと

いったら、子供たちのためにやるわけですから。

子供たちが最もベストな状態で教育が受けられ

るということを考え、その上で人数なり規模な

りを考えていくという前提は変わらないと思い

ますので、ぜひ今後の検討の上においてはその

部分も含めて考えていただきたいというふうに

思います。 

  では続いて、定住自立圏構想についてであり

ますけれども、こちらについては先ほど企画調

整部長の方からちょっとありましたけれども、

これから先の自治体を考えた場合に、各市町村

それぞれの単位ごとでフルセットで何もかも自

前で持っているということには限界があるとい

うお話がありました。私もそう思います。今市

町村で抱えている公共施設、公共設備、公共サ

ービス、これを今のまま向こう30年間もやって

いけるのかというところなんです。 

  そこを考えていった場合に、すべてを今のま

まで同じ規模、同じ内容でやっていけるのかと

いうことを考えたら、私は不可能だと思います。

どこかここかが抜けていく可能性がある、もし

くは落ちていく可能性がある。というか、すべ

てが減少していくという形になるとは思うんで

すけれども。 

  それを考えた場合に、先ほど部長は「研究課

題である」というふうにおっしゃっていました

が、これから先の持続可能な米沢市ということ

を考えていった場合に、この定住自立圏構想と

いうものについても、私は早急にまな板に載せ

て検討していくものだというふうに考えていま

すけれども、改めてその部分について部長、ど

うでしょうか。 

○佐藤 議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 先ほども答弁をいたし

ましたが、これ平成21年度からスタートして、

実績としてはまだ３年であります。国の方とし

ては、市町村合併の動きが一たん終わって次の

段階ということで構想しているわけであります

が、やはりこれについては構成市町間で機運が

高まっていきませんと、なかなかうまくいくも

のではございません。現時点では、先ほど述べ

ましたように、事務レベルでの勉強を、まずさ

せていただいております。 

  連携のやり方としては、さまざまなスタイル

があるわけでありまして、来年度についても置

賜総合支庁を中心としながら、公共交通機関の

広域的な連携ができないかということの問題で

すとか、子育て支援サービスの広域利用、さま

ざまなテーマについて検討会をやりましょうと

いうことで、テーブルが設定されることになっ

ております。そうした中で、具体的にこの制度

を活用してやった方が効率的にできるというも

のが見えてきた段階で、具体的にこれは取り組

んでいくべきものなのかなというふうに私の方

では認識をさせていただいております。 

○佐藤 議長 海老名悟議員。 

○１６番（海老名 悟議員） この定住自立圏に

関しましては、確かに今部長がおっしゃったと

おり１市だけでどうこうできる話ではありませ

ん。米沢市の場合でしたら周辺市町村、先ほど

もありましたけれども南陽市や高畠町との協議

というものが必要になってきます。当然、お互

いに言ってみれば補完し合って行政を成り立た

せていこうということですので、うちだけここ

やるからどうこうという話ではないのはわかり

ます。ですので、その部分についていろいろな

部分をテーブルに載せて検討していくんだとい

うことについては、継続して進められるという

ことですので、ぜひともそれはやっていただき

たいと思いますが、私、どうしてもこういうこ

とを考えたときに、以前の合併問題が出たとき

も同様でしたけれども、やはりこういったとき

に必要になってくるのは私は政治的な判断、決

断が伴ってしかるべきだというふうに思います。

幾ら事務方の方で話をして、「これについては
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必要だ」「これらについては不要だ」「じゃあ、

この部分について検討しよう」と積み重ねてい

っても、最終最後の段階で政治判断がそれに対

して「ノー」と言ってしまったら、なくなって

しまうわけです。要は、先ほど来申し上げてい

るとおり、行政のトップがこういった考えを必

要だと思っているのかどうかが私は大事だと思

うんです。幾ら事務方の方で細かいデータを積

み重ねても、トップが不要だと思っていれば残

念ながらその検討は水泡に帰してしまうという

ことです。 

  ぜひ、先ほど来の話出ていますけれども、小

中学校の適正規模や適正配置、そしてこの定住

自立圏構想などについては、私はトップである

市長がどういうふうに考えるのかということを

きちんと示して、そして事務方にデータを集め

てもらうという手続が必要だと思います。 

  では続きまして、効果的な産業振興について

の部分に入らせていただきます。 

  中小企業振興策の部分で、中小企業振興条例、

基本条例ですね、この考え方については検討が

必要だと、先ほど産業部長の方からありました。

この基本条例、まだ全国を見てもそんなに数と

しては出ていません。ただ、やはり出している

ところの話を聞きますと、先ほど部長もおっし

ゃったとおりなんです。中小企業の振興基本条

例というのは、商業・工業にとどまらず、観光、

広い範囲にそれを網羅しています。しかも、こ

の部分に関していうと、その自治体側の方だけ

が「こう頑張ります」という話ではなくて、そ

こで地元で頑張られる中小企業もみずから「こ

うするんだ」と、言ってみればお互いの約束事

を明示していくというような意味合いがあるよ

うです。 

  これについては、実際に実施されたところに

やはり話聞きましたけれども、まだできたばっ

かりなので、その効果というものは実際には出

ていない。ただ、何か事あるごとにこの基本条

例に基づいて今後の方針を決めていく、今後の

やり方を決めていくという、言ってみれば土台

になっているというお話でした。そういう点か

らも、この基本条例は私は先ほど来何度も言っ

ていますけれども、ぜひとも即刻考えていただ

きたいというふうに思うんです。 

  自治体だけではないので、当然地元の商工会

議所やさまざまな団体との協議も必要だと。こ

れもわかります。これについても、早急に私は

段取りを図っていただきたいなというふうに思

うんですけれども、産業部長も御自身で答弁さ

れるのもきょうを含めてあと３日しかありませ

んので、ぜひ置きみやげとしてのその辺の決意

を述べていただきたいところなんですが、いか

がでしょうか。 

○佐藤 議長 斎藤産業部長。 

○斎藤友久産業部長 今海老名議員おっしゃられ

たとおりであります。特に商工会議所、観光関

係、あと産業関係ですと農協さんも入るのかと

思いますが、そういう関係でなかなか調整して

いくというのはすごく時間がかかるのかなとい

うふうに思います。 

  ただ、着手するのは早い時期からできるのか

なと思いますが、それをどういうふうに整理し

ていくかということについては、時間がかかる

のかなと思いますが、24年度からできるかにつ

いては私の意思としては新しい人には伝えてい

きたいというふうに考えております。 

○佐藤 議長 海老名悟議員。 

○１６番（海老名 悟議員） 後任の部長がどな

たになられるのかまだわかりませんけれども、

斎藤産業部長の方からその申し伝えを聞かれた

上は、ぜひ後任の方もこの検討については早々

に入っていただくよう、着手するだけなら幾ら

早くても問題はないわけですので、ぜひとも早

急に考えていただきたいというふうに思います。 

  続きまして、農業振興政策についてなんです

が、残念ながらやはり私から見るとその場その
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場に臨んでの対応策という部分では出ていると

思います。いろいろ考えられているということ

もわかります。しかし、一体米沢市の農業をど

ういう前提に基づいて、どういうふうなところ

に持っていこうとしているのかわからない。 

  先ほど市長の答弁でも、会津若松市で制定さ

れているアグリわかまつの農業基本方針、これ

について一部触れられておりましたけれども、

こちらを読ませていただくと「維持」という言

葉がキーワードとして出てきます。現状をどう

やって維持できるのか、もう既にそこまで行き

着いているわけです。夢物語は語っていません。

いかに今の現状を維持しながら、しかもその中

で発展的に持っていける部分がないかを探すん

だということが出ています。 

  そういった点からいって、米沢市として今の

米沢市の農業を一体どういうふうにとらえてい

て、それを今後どうしたいのか。どんどんどん

どん小さくなっていくんです、小さくなってい

くんだけれども、中身を濃くして例えば利益率

を上げていくんだとか、何かしら基本がないと、

その場その場の対応だけでは私は今後の農業と

いうものは成り立っていかないんではないかと

いう不安がありますが、これについては当局は

いかがお考えでしょうか。 

○佐藤 議長 斎藤産業部長。 

○斎藤友久産業部長 米沢の農業をどうとらえて

いくのかという御質問でございます。先ほど来

御質問にお答えしておりますが、やはり米沢の

農業というのは基幹作物である稲作、これは米

沢の土地というかで長い期間稲作を続けてきた

ということでありますし、土地の保全、米沢を

守るという意味でも稲作というのは大切なのか

なというふうに考えております。また、それに

あわせて農業・農村・集落を守っていくという

意味でも、この稲作というのをやっていかなき

ゃいけないというふうに思っております。 

  それで、先ほどの答弁でも申し上げましたが、

いかに付加価値を高める農業をやっていくか、

また農産物の生産を周年農業としていかにやっ

ていけるように位置づけしていけるのかという

ことを考えていかなきゃいけないというふうに

思います。そんな関係で、農業のみならず６次

産業という言い方もありますが、商業、工業、

観光と一緒に連携した農業に取り組むことによ

って、農業については農業の生産額、農家の所

得にはつながっていくというふうに考えている

ところでございます。 

○佐藤 議長 海老名悟議員。 

○１６番（海老名 悟議員） ほかの分野と連携

してやっていくというのは、これからの農業に

おいては絶対必要だと思います。せんだっての

小泉武夫教授の農業の６次産業化という部分に

おいては、毎回先生も本当に話しされておりま

すけれども、結局は生産から加工、そして販売

までをやっていくという部分においては、製造

における工業分野と販売における商業分野との、

その能力も持っていかないとこれからの農業は

成り立っていかないということだと思いますの

で、その部分も含めてぜひとも根本・土台とな

る方針をぜひ定めていただきたいというふうに

思います。 

  続いてのこのパッケージ事業につきましては、

今現在やっている事業でもありますので、先ほ

ど御説明の中にもありましたけれども、この３

年間で212名の雇用創出を考えているんだという

ことですけれども、この中で実現事業というの

があります。この実現事業において、継続して

いかに人が雇用できるかというところまで、本

当は持っていきたいというのが一番の目的だと

思いますので、３年間でこのくらいという話で

はなく、その事業が終わった先にこの１カ所に

おいてはその種が、「１人が２人、２人が３人、

４人、５人」とふえていくように、継続して雇

用できる場所が設けられるように、そこまで結

びつけられるような事業としてやっていただき
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たいということを申し添えて、ここまでのとこ

ろは終わりにします。 

  三つ目、自主防災組織、防災拠点、こちらあ

わせてお伺いします。 

  自主防災組織というのは、先ほど部長の答弁

でもありましたけれども、災害が起きたときに

は自助が７割、共助が２割、公助が１割という

話は、これはまさにそのとおりです。しかし、

その公助１割の部分において、どれだけの言っ

てみればこちら側として体制づくりができてい

るのかということが一つ。 

  それから、自助７割をしなくちゃいけない、

共助２割をしなくちゃいけない、合わせて９割

は言ってみれば市民・住民の方が何とかしなく

ちゃいけないということなわけです。そこにお

いて、この自主防災組織が役に立ってくるとい

うふうに私は考えています。そのためにも、今

この時期にこそ組織率を高めるいいチャンスだ

というふうに申し上げました。 

  しかし、組織するだけが目的ではないという

ことも、あわせて言ってあります。つくったか

らいいのではなくて、このつくった後にどれだ

け市民の意識を向上させることができるのかと

いうところなんです。うちの町内でもできてい

ますけれども、マニュアルつくって１回会議を

開いて正直終わっているのが実情ですので、そ

の部分に関しては自分の町内ですから何とかし

たいとは思っていますが、この部分について何

とか市と今でき上がっている防災組織、そして

これからつくろうとしている町内会、ここをあ

わせて何とか盛り上げていかなくてはならない

と思うんですけれども、先ほど講習という話が

一つ出ていましたが、その講習についても県が

やるのを待っているのではなくて市独自に、例

えば地区の連絡協議会ありますよね、そういっ

たところに働きかけて開いていくというような

ことはできないものでしょうか。 

○佐藤 議長 小林総務部長。 

○小林正夫総務部長 今議員も述べられましたけ

れども、防災組織につきましてはまずつくるこ

とが大事でありまして、その後つくった組織を

いかに継続的に活動できるような組織にするか

という部分が、これまた肝要でございます。そ

ういった意味で、先ほど１回目の答弁でもさせ

ていただきましたけれども、やっぱりできた後

もさまざまな講習会の開催とか、具体的な防災

活動を行う際のアドバイスといいますかそうい

った部分、さらには研修会等への参加というこ

とで申し上げました。この研修会は、県という

部分もございますけれども、市としてできる部

分のそういった地域に入って出前講座での講習

会とかさまざま考えられると思いますので、議

員お述べの部分について今後も随時やってまい

りたいというふうに考えてございます。 

○佐藤 議長 海老名悟議員。 

○１６番（海老名 悟議員） ぜひとも、この部

分については意識啓発というのが非常に重要に

なってくると思いますので、その点において市

役所としてできることを、とにかく地域の集ま

りに入り込んでその部分を啓発していっていた

だきたいと思います。 

  これは、実は総務だけの話ではなくて、教育

委員会などでもそれを話していただきたいんで

す。小中学校が防災拠点になるというお話はし

ました。そこからいっても、ふだんの学校の教

育の中で、何か災害が起こった場合にはここが

避難所になるんだよということを子供たちに教

えることによって、その子供たちは親に伝える

はずです。親は、子供が言ったことは必ず聞き

ます。市役所が何ぼ口酸っぱく言っても馬の耳

に念仏ですけれども、子供が言ったことは聞き

ますので、ぜひとも子供を通した防災意識とい

うものを、その親、家庭も含めて啓発していっ

ていただきたいというふうに考えますので、ぜ

ひとも御考慮いただきたいというふうに思いま

す。 
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  最後に、病院事業に関してでありますが、さ

まざまな改革プランを出されて検討されている

と。病院事業に関しましては非常にいろんな分

野を検討しないと改革できないというのは局長

おっしゃるとおりです。しかし、これ本当に毎

回毎回その検討を重ねながらそれでも少しずつ

よくなっているんでしょうけれども、これをや

り続けている間にもどんどん疲弊していってし

まうような気がしてしようがないんです。そこ

のところを何とかできないものかというふうに

思うものですから、協力は全く惜しみませんの

で、ぜひともその病院の建てかえという部分に

ついて向かうためにも、検討しなくちゃならな

い事項がいっぱいあるとおっしゃっていました

けれども、この部分に関してこれも先ほど来話

しているとおり病院だけの話ではなくて、本庁

舎ともあわせての検討が絶対必要ですし、外部

からの検討も入れなくてはならないと思います

ので、その部分について改めて事業管理者でも

どちらでもいいですけれども、その辺の思いに

ついて最後に述べていただきたいと思います。 

○佐藤 議長 芦川病院事業管理者。 

○芦川紘一病院事業管理者 今仰せられたとおり

で、内部ではいろいろな検討が始まっておりま

すので、先ほど局長も申し上げましたけれども

病院だけの思いではできませんので、地域全体

のことを考えて地域全体の中での病院の位置づ

けということを考えて、外部の御意見をいただ

きながら検討するということで、準備を進めて

いるところですので、そういう方向に向かって

いろいろなことで御相談申し上げること、もち

ろんあると思いますので、よろしくお願いした

いと思います。 

  既に検討に入っているというふうに思ってい

ただいて結構だと思いますので。 

○佐藤 議長 海老名悟議員。 

○１６番（海老名 悟議員） じゃあ、最後に。 

  我々議会としても、というか全体かどうかち

ょっと私も何ともわかりませんけれども、少な

くとも我々一新会は病院改革においては全面的

に協力するつもりでありますので、ぜひともこ

の改革を多くの意見をとりながらどんどん進め

ていただきたいというふうに思います。病院事

業は非常に大切なところですので、ぜひともお

願いしまして、本日の一新会を代表しましての

代表質問を終了いたします。ありがとうござい

ました。 

○佐藤 議長 以上で一新会代表16番海老名悟

議員の代表質問を終了し、暫時休憩いたします。 

  再開は、午後１時といたします。 

 

午後 ０時１１分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 １時００分 開  議 

 

○佐藤 議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  次に進みます。 

  市政クラブ代表、４番我妻德雄議員。 

  〔４番我妻德雄議員登壇〕（拍手） 

○４番（我妻德雄議員） 市政クラブの代表を務

めております我妻德雄です。 

  市政クラブでは、今回の代表質問に当たり４

人で質問項目を相談をし、それぞれに分担を決

めて質問原稿を書き上げました。そんな関係で、

言い回しなどに違いが少しあるかもしれません

けれども、その点については御勘弁をいただい

て、早速質問に入ります。 

  大項目の初めに、新年度市政運営に記されて

いる点について何点か質問をいたします。 

  初めに、再生可能エネルギーの導入について

お尋ねします。 

  市長は市政運営に当たっての基本的考え方で、

「東日本大震災は、希薄となりがちな地域社会
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におけるつながりやきずなの大切さを浮き彫り

にしただけでなく、国家のエネルギー政策のあ

り方を初めとする私たちのこれまでの価値観に

大きな疑問を投げかけました」と示しています。

私も、まさにそのとおりと感じています。 

  市長は、この間「原発からの脱却」と議会で

も何度も答弁しています。ですから、再生可能

エネルギーの導入について大胆な方針が示され

るものと期待をしていました。しかし、まちづ

くり総合計画第４期実施計画には、太陽光発電

の大幅導入以上の考えは示されていません。ま

ちづくり総合計画第４期実施計画に、再生可能

エネルギーの導入、電力の地産地消をきちんと

盛り込むべきと考えます。市長の見解をお聞か

せください。 

  次に、観光客誘致と滞在型観光についてお尋

ねします。 

  主要施策で東日本大震災後の落ち込んだ観光

入れ込み客数の回復を目指すため、米沢上杉ま

つり、上杉雪灯篭まつりの二大まつりのほか、

昨年までの秋のまつりを定着させ、米沢らしい

催しとして県内外に広く発信する「（仮称）な

せばなる秋まつり」を開催するとしています。

確かにお祭り、イベントの開催は大事であると

考えます。しかし、同時に恒常的に観光客が訪

れる策を講じなければならないのではないでし

ょうか。本市の考えをお聞かせください。 

  また、滞在型観光を促進するとし、まちなか

歩き周遊の促進や史跡めぐり観光バスの運行を

掲げています。具体的にどのように事業を進め

るのかお知らせください。 

  次に、小中学校の適正規模・適正配置に向け

た基本計画についてお尋ねします。 

  「すぐれた人材と豊かな心をはぐくむ学びの

まちづくり」では、小学校の適正規模・適正配

置に向けた基本計画については新年度内に策定

するとしています。具体的にどのような方向で、

どのように進めるのでしょうか。本市の考えを

お聞かせください。 

  次に大項目の２点目、自治基本条例の制定に

向けての質問に移ります。 

  この課題については、昨年の代表質問やこの

間の一般質問でも強く求めてきました。自治基

本条例とは、その地域における自治の基本原則

を定めるものです。これからどうやってまちを

つくっていくのか、みんながどのように動き、

まちにかかわっていくのかというルールが、自

治基本条例です。ですから、この条例はまちが

元気になる道具、みんながいきいきと活動でき

る道具と考えてもよいものです。 

  人口減少時代に入り、住みよいところに人が

集まってきて、住みにくいところには人は集ま

ってこないという現象が一層顕著になると予想

されます。元気のあるまち、魅力のあるまち、

住みやすいまちには人が集中してきますが、そ

うでないまちには人は集まってきません。 

  本市においても、共同提案制度や公募委員制

度、パブリックコメントなどを実施をし、市民

の市政への参画を進め、自治基本条例制定の土

台づくりを行ってきたと感じています。 

  市長は、「市民が主役」を自身の政治理念に

掲げています。市民が自治の主体となり、自分

たちの地域への関心がさらに高まり、市政への

参加や自治会などの地域のコミュニティー活動

へ主体的にかかわることで、市民の力がまちづ

くりに生かされていきます。自治基本条例の制

定が必要と考えます。市長の見解をお聞かせく

ださい。 

  次に大項目の３点目、公契約条例の制定に向

けての質問に入ります。 

  公契約条例の制定については、小久保議員を

中心に働きかけを行ってきました。地方公共団

体の入札には、一般競争入札の拡大や総合評価

方式の採用などの改革が進められてきましたが、

一方で低入札価格の問題によって下請の事業者

や業務に従事する労働者の賃金低下の問題が発
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生しています。国・自治体業務関係の仕事に従

事しても、低収入で生活できない、いわゆる

「官製ワーキングプア」が大量に発生していま

す。 

  このような状況を改善し、公平かつ適正な入

札を通じて、豊かな地域社会の実現と労働者の

適正な労働条件が確保されることが求められて

います。国が公契約に関する法律の整備の重要

性を認識し、速やかに必要な措置を講ずること

が不可欠と考えています。 

  一方で、この流れを食いとめるべく、意識の

ある自治体が動き始めています。2009年９月、

千葉県野田市は「市発注の工事や委託業務を受

託した業者は、市が独自に定める一定以上の賃

金を労働者に保障しなくてはならない」という

「公契約条例」を全国で初めて制定しました。 

  その後、川崎市が2011年４月に施行、相模原

市と多摩市も2012年４月に施行予定です。さら

に、札幌市が2012年２月議会に条例の上程を予

定しています。ほかにも、西東京市、小金井市、

羽村市、八王子市、我孫子市、横浜市、鹿児島

県などで導入に向けての準備が進められていま

す。全国的に公契約条例が制定、または各地で

公契約条例導入の議論が盛り上がりを見せてい

ます。本市は、この流れをどのように考えてお

られるでしょうか、お伺いをいたします。 

  今日の経済情勢のもとでは、労働者の賃金の

底上げを実現し、地域経済を活性化するために

公契約条例の制定は極めて効果的で実現可能な

施策です。最低賃金法に基づく最低賃金は、す

べての事業者に対して一方的に規制するもので

す。これに対して、公契約法・公契約条例に基

づく最低賃金の規制は契約上の規制ですから、

契約当事者間の合意に基づいて拘束するもので

す。両者は、性格が違うものです。公契約法・

公契約条例に基づき、直接・間接に公契約に従

事する労働者の最低賃金を相当額に引き上げる

ことは可能と考えられます。 

  公契約条例の制定や公共調達基本条例の制定

により、現行の法制度では補えない社会的価値

の実現や貧困問題、ワーキングプア、男女間賃

金格差の問題などの解消のために、公契約法及

び公契約条例の制定は極めて有効な施策と考え

られます。本市としても、地方自治体の責務と

して公契約条例を制定すべきと考えます。本市

の見解をお聞かせください。 

  次に大項目の４点目、指定管理者制度につい

ての質問に入ります。 

  初めに、指定管理者制度導入の成果について

お尋ねします。 

  米沢市指定管理者制度導入方針では、指定管

理者制度の趣旨は「多様化する住民ニーズによ

り効果的、効率的に対応するため、公の施設の

管理運営に民間等の能力を活用しながら、住民

サービスの向上に努めるとともに、経費の削減

を図ることを目的としたものです」と記してい

ます。 

  指定管理者制度の目的に照らし、本市が選任

している指定管理者施設について利用者、入場

者数の推移、市民サービスの向上など、具体的

にどのような成果が上がっているのかをお聞き

をいたします。 

  指定管理者制度によって指定の期間が明示さ

れることとなり、現実には著しく短期化しまし

た。本市の指定期間は、原則５年となっていま

す。これにより、長期的な企画立案が難しくな

り、安定的な雇用ができなくなったと考えられ

ます。雇用の不安定化、臨時化、非正規化が進

み、結果として人件費の低下がもたらされてい

ます。また、常勤層、専門職層の職員の確保が

困難となっているのではないでしょうか。 

  地方公共団体の契約は会計年度の独立の原則

により、単年度が原則となっています。長期契

約とした方が公共側の価値変動リスクが軽減さ

れ、民間委託先等にとっても経営が安定するこ

とで効率的な業務執行が可能となる場合も想定
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されます。 

  例えば、システムの設計・開発・運用・保守

など、複数年にわたり業務が継続することが想

定されていて、一つの事業者が一連の業務を継

続して実施することが合理的である場合です。

また、業務に習熟するために相当の期間を要し、

単年度ではそのコストを事業者が回収できない

と想定される業務の場合は、長期契約に適して

いると考えられます。有能な職員確保と仕事の

継続性等を考慮し、指定期間を定めるべきと考

えます。本市の見解をお聞かせください。 

  指定管理者導入によって価格競争が行われ、

結果として賃金・労働条件の低下をもたらして

います。同様の理由で、管理経費の縮減が指定

管理者制度の大きな目標となっていますから、

そこに働く労働者の方々の低賃金が前提となっ

ているように思えてなりません。「官製ワーキ

ングプア」をつくり出すことがないようにしな

ければならないと考えます。ですから、先ほど

提案した「公契約条例」の制定が何よりも必要

なのだと考えています。 

  人件費の試算に当たっては、市が適正な人件

費を明示し、労働者の低賃金を招かないような

指定管理費の算定を行うべきと考えます。本市

の見解をお聞かせください。 

  次に大項目の５点目、新たな行政需要に対応

する組織についての質問に入ります。 

  ことしの１月に、新しい財政状況の中、人口

減少・少子高齢化や地域主権の推進など、変化

する社会経済情勢に対応していくためには、さ

らなる行財政改革の取り組みが必要とし「新米

沢市行財政改革大綱（案）」が示されました。

大綱では、「現在の仕組みのままでは将来立ち

行かなくなるような部分を徹底して見直す」と

しています。 

  一方、米沢市行財政改革推進市民委員会から

の「意見書」では、業務の適正化について「行

政サービスは本来、地域の市民生活に不可欠で

ありながら、民間の収益事業としては成立しに

くい分野をカバーすべきものです。現下の厳し

い財政状況をにらみながら、効率化に努めるこ

とは当然必要ですが、子育てしやすい、高齢者

にも住みやすいなど、本市の行財政サービスが

他地域に比べてもすぐれた生活インフラと言え

るようになれば、住民の流入を促す手段にもな

るでしょう。新しい意識も、導入しながら推進

されるよう望みます」としています。 

  地方分権・地域主権は、新しい大綱案でも述

べているように、平成23年８月に成立した「第

２次一括法」により地方の自由度の拡大を図る

方向性が示され、国と地方のあり方が大きく変

化していきます。地方自治体には、準備が整っ

たものから段階的に権限移譲が行われることに

なります。 

  このことを踏まえて、今回の行財政改革大綱

は米沢市行財政改革推進市民委員会からの意見

書で訴えられている「新たな意識」を考慮し、

また地方自治体に権限が移譲されることをきち

んと想定してつくられたものでしょうか、お伺

いをいたします。 

  次に、改革大綱でも述べられている職員定員

管理の適正化についてお伺いします。「第４次

米沢市職員定員適正化計画」では、平成27年４

月１日までに35名の職員を減らすとしています。

前回の計画では、55名削減目標に対して市立病

院・消防を除いて実質73名の職員が削減をされ

ました。このことを踏まえて、現在の業務量と

職員数の検証がきちんとなされ、計画が策定さ

れたのでしょうか、お伺いをいたします。 

  正職員を減らす一方で、臨時非常勤職員がふ

えてきています。平成22年４月時点で、病院・

消防を除く常勤職員は582名でした。一方、臨

時・非常勤職員は175名もの方が勤務されていま

す。職員の削減により、手薄になった部分を嘱

託職員や臨時職員でカバーしている現状が、こ

の数字からも読み取ることができます。市民の
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皆さんにとって、正職員も臨時も嘱託職員も区

別はつきません。現在の米沢市役所には、どれ

だけの嘱託職員や臨時職員の方が勤めておられ

るのでしょうか、お尋ねをいたします。また、

これ以上の職員減は、行政サービスの低下を招

くと考えられます。本市の見解をお聞かせくだ

さい。 

  地方分権だけでなく、東日本大震災を受けて

新たな行政需要が発生しています。防災対策や

災害に遭ったときの対応策、脱原発を目指した

エネルギー施策など、新たな業務も増大してき

ています。新たな行政需要に対応する組織をつ

くり上げていかなければならないと考えます。

当局の見解をお聞かせください。 

  また、最近の米沢市は職員数の減少が影響し

て、情報収集能力が落ちてきているように感じ

ています。国や県からさまざまな情報が出され

ていますが、それらを有効に利用していないよ

うに思えてなりません。本市の見解をお聞かせ

ください。 

  次に大項目の６点目、福島第一原子力発電所

事故関連について質問に入ります。 

  米沢市平和都市宣言では、「私たちは、人類

共通の念願である世界の恒久平和を希求してい

ます。しかし、今なお世界各地で武力紛争が頻

発し、軍備の拡張が続いています。このことは、

人類の生存に深刻な脅威をもたらしています。 

  私たちは、戦争の惨禍を再び繰り返すことの

ないよう、また唯一の被爆国民としてあらゆる

国の核兵器が廃絶されるよう強く訴え、市民の

永遠の平和と繁栄を願い、ここに米沢市を平和

都市とすることを宣言します」と記しています。 

  今日、福島第一原発事故にかんがみ、私は今

読み上げた米沢市平和都市宣言に「脱原発」の

文言を挿入すべきと考えます。そして、今日ま

での事業のあり方を振り返り、さらに今後の取

り組みに力を入れていかなければならないと考

えます。市長の見解をお聞かせください。 

  次に、事故避難者の入居状況についてお尋ね

いたします。 

  県内の借り上げ住宅については、福島県から

の自主避難者も入居対象としたことにより、非

常に多くの避難者から入居申し込みが寄せられ

ているようです。県によりますと、賃貸住宅の

需要バランスに影響が認められるとし、本市や

山形市、南陽市、高畠町では昨年の11月１日か

ら賃貸住宅の募集が中断されています。そのほ

かの自治体に限定し、募集を継続しています。 

  真に住宅の確保が必要な避難者に、住宅を提

供する必要があります。そこで、県は入居期間

中常時継続的な生活を営む方のみを対象とし、

週末のみの利用や休暇期間中のみの利用、別荘

的な利用等での入居申し込みをお断りしていま

す。改めてお伺いしますが、本市の借り上げ住

宅の入居状況は、どのようになっているでしょ

うか。 

  放射線量が健康に及ぼす影響について、だれ

もがはっきりしたことが言えない中、自主避難

を選んだ個々の決断を尊重すべきです。「家族

やふるさと、職場を捨てた」とまで言われ、苦

しんでいる人がいます。就労、住居、学校、健

康、コミュニティーを一体的に支援する体制を

整え、避難者が孤立せず、不安や後ろめたさを

感じないで、どこでも支援を受けられる体制が

必要です。 

  本市の雇用促進住宅などの借り上げ住宅は、

災害救助法に基づく応急仮設住宅として提供し

ています。住宅の借り上げ期間は原則１年、県

が必要であると認めた場合は、入居期間を入居

許可の日から最長２年間まで延長することがで

きることとなっています。現状から考えますと、

この期間内に帰るのはとても難しいと思います。 

  そこで、この期間の延長がどうしても必要で

す。国県に強く働きかける必要があると考えま

す。今後の方針をお聞かせください。 

  また、雇用促進住宅に避難されている方は、
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それぞれに「自治会」を組織されているようで

す。今後この自治会と地区、行政とのかかわり

が一層大切となってきます。行政としての支援

をどのように考えているでしょうか、お伺いを

いたします。 

  大項目の最後に、中心市街地活性化事業にお

ける道路問題について質問いたします。 

  初めに、広場に隣接した南北の車道について

お尋ねします。 

  いよいよ来年度は、（仮称）まちなか歴史公

園の整備や図書館と市民ギャラリーの機能をあ

わせ持つ、新文化複合施設の基本設計と実施計

画に着手されます。まちなかににぎわいを取り

戻す施設としなければなりません。そのために

は、行政と市民が知恵を絞り、所期の目的に沿

うように努力することが肝要です。そして、後

世に「建ててよかった」と感じていただく必要

があります。 

  まちの広場に隣接した南から北へと蛇行する

一方通行は、広場と新文化複合施設を分断して

います。施設の利用者にとっても、交通上から

も必要ないと考えます。そこで改めてお伺いし

ますが、この蛇行する一方通行の車道をどうす

る考えでいるのでしょうか、お伺いをいたしま

す。 

  次に、平和通りの一方通行解除についてです

が、この間多くの議員が提案しています。市民

が望み、そして訪れる観光客が困惑する様子を

多く目撃しています。この機を逃しては、平和

通りの一方通行の解除はできません。ぜひやる

べきです。本市の考えをお聞かせください。 

  以上で、壇上からの質問を終わります。 

○佐藤 議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの我妻德雄議員の御

質問にお答えをいたします。 

  私からは、再生可能エネルギーの導入につい

て、観光客誘致と滞在型観光について、そして

米沢市平和都市宣言に脱原発を盛り込むべきで

はないかということに対しましてお答えをいた

します。 

  これらに対する補足及びその他の事項につい

ては、部長よりお答えをします。 

  再生可能エネルギーにつきましては、国にお

いては昨年末、革新的エネルギー・環境戦略の

基本方針を公表し、ことし夏ころに同戦略を決

定するとともに、あわせてエネルギー基本計画

もことし夏ころを目途に見直すこととしていま

す。これにより、安全・安定供給などの要請に

こたえる、今後のエネルギー政策の具体的な方

向性が示されるものと思われます。 

  これに先立ち、国では再生可能エネルギー等

導入地方公共団体支援基金を設立し、災害に強

い自立分散型エネルギーを導入し、環境先進地

域をつくり上げることとしています。この基金

の交付対象は東北６県及び茨城県と仙台市で、

県、指定都市、市町村及び民間の再生可能エネ

ルギー等導入を支援するものであります。山形

県では約80億円の基金が設立され、このうち米

沢市には２億900万円の配分枠の内示がありまし

た。本市においては、この基金を活用し、平成

27年度までに指定避難所である学校施設に太陽

光発電整備と蓄電池を整備し、災害時に電力会

社から電力供給が遮断されたとしても、避難所

として必要とされる最低限度の機能を維持して

いきたいと考えています。 

  整備する具体的な学校施設につきましては、

今後調整することになりますが、市内の地域バ

ランス、人口分析などを考慮した上での配置と

なるように、配慮をしてまいります。 

  一方、山形県は、独自のエネルギー対策とし

てこのたび仮称でありますが「山形県エネルギ

ー戦略」を策定し、公表日の２月20日から３月

16日までパブリックコメントを求めております。

この戦略は、平成43年３月までの20年間を基本

構想期間、平成33年３月までの10年間を政策推
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進ブログラム展開期間とし、基本構想期間中に

おおむね原子力発電所１基分とされる電力換算

で、100万キロワットの新たなエネルギー資源の

開発を目指しています。 

  新たなエネルギーとしては、風力、太陽光、

地熱といった大きなパワーを生み出すものと、

太陽光、バイオマス、中小水力、雪氷熱など、

地域分散型のものと大別して施策を展開してい

くこととしています。特に、地域の気象条件な

どを考慮し、県内四つの地域ごとの将来の姿が

示され、本市を含む置賜地方では、大規模事業

として風力、太陽光、天然ガス、地熱、そして

地域分散型としては太陽光、バイオマス、天然

ガス、中小水力、地中熱、太陽熱、温泉熱、雪

氷熱及び廃棄物の活用が期待されるとしていま

す。 

  これらの国・県の動向に沿った本市の施策を

検討していく必要がありますが、特に県のエネ

ルギー戦略に基づいて全県下一体となった取り

組みとするための推進体制が新年度にも構築さ

れる予定となっているところですので、こうし

た中で具体的な連携、役割分担を明確にしなが

ら、これと並行して本市独自の施策のあり方と

して、山形大学工学部との連携を図りながら、

国・県の制度を積極的に活用し、本市における

再生エネルギーの導入、特に本市産業と結びつ

くような事業化の可能性を含めて、その促進に

努めていきたいと考えております。 

  重ねてで恐縮ではありますが、国・県との連

携をしながら、再生可能エネルギーについて政

策を展開していきたいというふうに考えている

ところです。 

  続いて、観光客誘致と滞在型観光についてで

ありますが、お祭りだけでなく常日ごろ滞在す

る観光客が大事ではないかという御指摘であり

ますが、全くそのとおりであるというふうに思

っています。お祭りも大事に当然していきます

し、なせばなる秋まつりのような新たな祭りも

つくっていくわけですが、それだけでなくてお

祭り以外のときにもお客様が来るようにしてい

かなくちゃならないというふうに思っています。 

  とりわけ思っておりますのは、例えば今のよ

うな冬の間、何気ない雪景色を見にお客様が来

る、あるいは雪景色の中を歩いてみたいと思っ

てお客様が来るような日常的なところにお客様

が来るような努力していかなくちゃならないと

いうふうに思っています。この雪景色というの

は、大きな財産であるというふうに思っていま

す。さまざまな準備をすることによって、お客

様を呼んでいくことができるというふうに思っ

ています。 

  例えば、東京駅から新幹線に乗って真っ青な

青空のもと福島まで１時間30分で来る、この青

空はどこまで続くのだろうかと思っているとこ

ろ、新幹線が分かれて山形新幹線が今度は奥羽

山脈に入っていく、そうするといきなり吹雪に

なって、この吹雪がどこまで続くのかと思って

いるところ、30分たつと雪灯りのまちに着くと

いうようなことになっていますので、そういう

中で都会では売っていないようなカラフルな長

靴など、あるいはコートなども準備されていて、

そこからさまざまに準備・用意をされた雪のま

ちを観光客の方が歩いて楽しむというようなこ

とができないかどうか、検討を担当部署に指示

をしたところであります。 

  そういう中で、冬に限らずまちなか歩きも重

要になってきますので、まちなか歩き案内人が

案内するまち歩きツアーの開催とか、あるいは

米沢の観光スポットをめぐる史跡めぐり観光バ

スの運行などを、観光物産協会を初めとする関

係機関と連携しながら継続して実施するほか、

体験観光をまとめたガイドブック作成などによ

り、個々のニーズに対応できる観光素材の発信

など着地型観光をさらに進めて、観光客の滞留

時間を長くしていきたいというふうに考えてお

ります。 
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  米沢は、大都会である東京首都圏から２時間

ほどで来れるという地理的な利点もありますし、

また先ほど申し上げましたが盆地の中でさまざ

まな気候、景色に恵まれておりますし、十分な

材料、可能性があるものと思っておりますので、

努力すればするほどお客様がふえていくことに

なるというふうに思っていますので、頑張って

いきたいというふうに思っています。 

  続いて、平和都市宣言事業の件でありますが、

ただいまの御質問でも説明をしていただきまし

たように、本市の平和都市宣言は昭和63年に議

決をされたものであって、当時世界各地で武力

紛争が頻発し、軍備の拡張が続いているという

状況を踏まえ、戦争の惨禍を再び繰り返すこと

のないように、またあらゆる国の核兵器が廃絶

されるようにということで宣言を行っていると

ころであります。これまで議会で脱原発の方向

性を明言いたしているわけでありますが、しか

しながら平和都市宣言事業のそもそもの趣旨を

考えていきますと、平和都市宣言と脱原発を直

結させるというのは、少し論理的に無理がある

ようにも考えております。 

  現在、広島、長崎の原爆慰霊祭平和祈念式典

に中学生代表を派遣し、そして子供たちが学校

で全校生徒に体験を話し、広報でも市民の方々

に感想を発表しというようなことをやっており

ますので、そのような事業の充実によって平和

都市宣言事業を有効に生かしていきたいという

ふうに考えております。 

私からは以上です。 

○佐藤 議長 山口企画調整部長。 

  〔山口昇一企画調整部長登壇〕 

○山口昇一企画調整部長 私からは、まず初めに

自治基本条例についてお答えをさせていただき

ます。 

  地方分権が進む今日、自治の精神はますます

重要なものとなっており、とりわけまちづくり

は行政だけで進められるものではなく、市民一

人一人の意識の高まりとまちづくりへの参画が

必要不可欠であると認識をしております。しか

しながら、市民がまちづくりに参画する上で、

市の将来像や進もうとする方向性が示されない

と、何にどのように参画をしたらよいのかわか

らないということも言えようかと思います。 

  本市としましては、まちづくり総合計画で将

来ビジョンとともに具体的な施策の方向性をお

示ししてまいりましたが、その具現化に当たっ

ては市民との協働のまちづくりを基本にしてお

ります。平成21年に米沢市協働推進条例を制定

し、市民一人一人がみずから地域の問題を解決

しようとする自覚を持ち、市は地域の問題を市

民とともに解決しようとする意識を持つことと

しています。この精神の根本には、まさに自治

意識があります。 

  さらに、協働がより市民にとり身近なものと

して目に見える形となるよう、協働提案制度及

び市民公益活動支援制度などを実施してまいり

ました。これらの事業展開は始まったばかりで

あり、今後制度の見直しとさらなる市民への周

知が必要と考えております。また、これ以前か

らも米沢市情報公開条例やパブリックコメント

制度、市民公募委員制度など個別の条例等によ

り、市民にとり市政に開かれた参画しやすいも

のとなるよう推進をしてまいりました。 

  当面は、まちづくり総合計画をもとに米沢市

協働推進条例などの施策を根づかせることが重

要課題というふうにとらえております。自治基

本条例の制定につきましては、これら施策が定

着し、市民、市議会、市行政、さらには市民団

体や事業者等のそれぞれの役割分担について、

相互にコンセンサスが図られることが前提にな

るものと考えております。現時点では、条例制

定の有効性は認めるものの、解決すべき課題も

多いと思っておりますので、引き続き他の自治

体の事例等を研究してまいりたいというふうに

考えております。 
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  また、市民の地域づくりへの参加、本市まち

づくりへの参画意識を醸成するための新たな仕

組みづくりとして、コミュニティセンターを単

位とした魅力ある地域づくりを支援するための

事業化の取り組みを行ってまいりたいというふ

うに考えております。こうした具体的な取り組

みの効果なども検証しながら、研究してまいり

たいというふうに考えております。 

  次に、指定管理者制度についてでありますが、

１点目の導入の成果について御質問にお答えを

いたします。 

  本市では、指定管理者による施設の管理運営

が適正かつ円滑に行われているかを把握するた

めのモニタリングとして、指定管理者による管

理運営の検証を行っているところであります。

具体的には、施設所管課において前年度の施設

の管理運営の状況について、指定管理者からの

ヒアリングや実地調査に基づいて、管理運営に

対する検証表を作成しながら、努力や改善が必

要な項目については指定管理者に伝え、対応を

お願いしているところであります。 

  具体的な市民サービス向上の成果については、

児童会館を一例に申し上げますと、子ども委員

会の発足による子供目線でのイベントの実施、

繰り返し来館してもらえるための工夫としてポ

イントカードの発行、さらには図書コーナーに

チャイムシステムを導入することにより、利用

者がわざわざ事務室に足を運ばなくてもよいよ

うにするなど、管理運営、事務事業のあり方に

関して利用者からの感想は良好であり、指定管

理者制度の導入による市民サービスの向上の成

果ととらえているところであります。 

  また、児童会館の利用者数については、平成

18年度から22年度までの５年間の推移で申し上

げますと、18年度が４万2,483人であり、19年度

が４万8,630人、20年度が６万8,800人、21年度

が６万9,118人、22年度が７万656人と、年々増

加している状況になっております。今後とも、

施設所管課と指定管理者との間で連携をとりな

がら、市民サービスの向上を目指した施設の管

理運営を進めてまいりますので、よろしく御理

解をいただきたいというふうに思います。 

  次に、指定管理期間についての御質問につい

てお答えをいたします。 

  平成18年度に導入した当初は、公の施設の管

理運営には安定した質の高いサービスを継続し

て提供することが重要であり、そのためには指

定管理者において人材育成期間の確保や、施設

によっては利用者との信頼関係の構築など、あ

る程度の期間が担保されていることが望ましい

ことから、公募施設については原則５年という

期間を設定したところであります。 

  一方で非公募施設については、導入当初の考

え方として次期更新の際に公募に切りかえる施

設も可能性としてあったことから、公募とは別

に原則３年と期間を設定をさせていただきまし

た。このような指定期間で制度運用を図ってま

いりましたが、非公募施設についてもこれまで

の円滑な実績等を踏まえて、昨年度から公募施

設の指定期間に合わせて５年に変更したところ

であります。 

  一方、他自治体の指定管理期間の状況につい

て調べてみますと、財団法人地方自治総合研究

所、それから全国地方自治研究センターの報告

書によりますと、３年から５年間を指定管理期

間とする施設が全体の９割を占めているという

ふうな結果になっております。このような状況

の中、御指摘のように確かに指定管理者にとっ

ては指定期間が長いことは安定した経営を図る

上で重要な視点であるというふうに思いますが、

一方で指定期間を長くすることにより懸念され

る点として、指定管理者を指定する際に締結を

いたします基本協定について、施設の管理運営

に関する基本的な方針が盛り込まれていること

から、さまざまな環境の変化に柔軟に対応でき

なくなるおそれがあること、また指定管理者の
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緊張感やモチベーションが維持されなくなるの

ではないかといったことも考えられます。 

  このため、指定期間については施設の特性、

専門性、目的を踏まえ、全国的な指導事例とし

て本市の現在の状況を総合的に考慮しますと、

現時点では指定期間をさらに長期化するという

ことは考えていないところでありますので、御

理解をいただきたいというふうに思います。 

  それから次に、指定管理費の人件費に関して、

算定基準をもっと高くすべきではないかという

ふうな質問についてお答えをいたします。 

  指定管理費のうち人件費の算定については、

これは一部を除いてあくまでも参考という位置

づけでありますが、直営で施設管理をしていた

時代を踏まえて、開館時間や開館日数、業務内

容に見合った人数を考慮しながら、市の嘱託、

臨時職員の単価を基準に、また必要に応じて独

自の算定基準を設けて算定をしてきているとこ

ろであります。そして、指定管理者制度の運用

に当たっては、これまでも議会からさまざまい

ただいた御意見を踏まえながら、提案価格に対

する配点幅の縮小や人件費の実績報告を求める

など、随時改善をしながら適切な管理運営に主

眼を置いた制度の運用を行ってまいりました。 

  御指摘のように、労働者の生活を守るという

観点は指定管理者制度の導入趣旨と同様に大変

重要なものであるというふうに認識をしており

ますが、現時点では人件費の算定基準に問題が

あるというふうにはとらえておりません。また、

本来指定管理は民間活力を生かした制度である

ことを踏まえれば、人件費など市が支払う指定

管理料の内訳について協定などにより一定の水

準を設けるなどの規制を行うことは、現時点で

は考えていないところであります。 

  しかしながら、官製ワーキングプアを生み出

すことのないような、今後とも適正な制度の運

用に努めていきたいと考えておりますので、御

理解をお願いしたいというふうに思います。 

  次に、行財政改革大綱についての御質問にお

答えをいたします。 

  新しい行財政改革大綱の策定に当たって、行

財政改革推進市民委員会の意見書にある新たな

意識を考慮し、地方自治体に権限が移譲される

ことを想定してつくったのかという趣旨の御質

問であります。御指摘のとおり、地域の自主性

及び自立性を高めるための改革の第２弾として、

昨年８月30日に「第２次一括法」が公布をされ

ました。改正内容は、基礎自治体への権限移譲

のために関係する47の法律の整備のほか、義務

づけ、枠づけの見直しと条例制定権の拡大のた

めに160の法律が改正されたものであります。 

  施行期日については、直ちに施行できるもの

は公布の日から、政令等の整備が必要なものは

公布から起算して３カ月を経過した日、地方自

治体の条例の改正整備が必要なものについては

24年の４月１日、または１年の経過措置がある

ものもあります。関係する法律の改正を受け、

県や市町村においては関係する条例の制定や執

行体制の整備等が必要になりますので、現在関

係するそれぞれの課において県の担当部局と調

整を図りながら、事務処理に遺漏のないよう手

続や情報収集を行っているところであります。 

  こうした中で、新しい行財政改革大綱の策定

に当たっては、地域主権の推進を踏まえて住民

に身近な基礎自治体である市が、真に必要な行

政サービスをみずからの責任と判断で適切に提

供していくことが重要であるとの認識に立って、

そのためには「将来を見据えた経営基盤の強

化」「限られた資源と情報の弾力的な活用」

「市民の力が発揮できる活力ある地域づくり」

「市民の視点に立った改革」「まちづくり総合

計画と行財政改革の一体的な推進」の五つを改

革に必要な視点と位置づけたところであります。 

  また、基本方針の中では業務の適正化を進め

る上で行政サービスを効率的に提供するという

ことは、単に経費を削減することではなく、最
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適なサービス提供のためには経費の追加が必要

な場合もあり、効率化と最適化の両面を踏まえ

て業務を見直すことを明記したところでありま

す。 

  権限移譲により、本市の事務は今後増大して

いくことが見込まれておりますが、基礎自治体

として多様な住民サービスに対応した行政サー

ビスを引き続き提供していくことができるよう、

今回の新行財政改革大綱に基づき、また必要な

場合はその都度大綱の見直しも行いながら、行

財政改革を着実に進めていきたいというふうに

考えております。 

  次に、中心市街地活性化における道路問題に

ついてであります。 

  初めに、まちの広場に隣接する南北の道路、

市道まちの広場線をどうするのかについてお答

えいたします。この道路は、旧サンホーユーデ

パート跡地を活用したまちの広場整備を契機に、

地元商店街からの要望等により、平成10年に一

方通行の市道として整備、供用開始をしたもの

であります。現在進行している都市再生整備計

画事業においては、まちなかの交通利便性を確

保するために、１車線から２車線への市道整備

を行う計画にしております。 

  しかしながら、市民ギャラリー整備検討委員

会や中心市街地活性化基本計画策定委員会から

は、「新文化複合施設、まちの広場、市民文化

会館を一体の文化交流拠点エリアとして、利用

者の安心・安全を確保しさまざまな活用ができ

るように、市道の廃止を含めた検討が必要」と

の意見や、中心市街地活性化基本計画策定時に

おけるパブリックコメントの結果においては、

市道廃止の意見が６件、市道存続及び整備の意

見が３件、そのほかにも地域の方々からさまざ

まな御意見をいただいております。 

  また、新文化複合施設の設計プロポーザルに

おいては、まちの広場との連携を図りながら多

様な活用ができる幅広い導線を持った施設内容

とすべく提案がなされております。さらには、

ことし１月に米沢市芸術文化協会から市長及び

議長あてに市道まちの広場線の廃止要望をいた

だきましたが、先日、遊ゆうロード毘商店街の

方からこれとは逆の方向での要望をいただいて

いるところであります。 

  市道まちの広場線につきましては、ただいま

申し上げましたように賛否両論があることから、

それぞれのメリット・デメリットを考慮すると

ともに、地域の方々、商店街、関係団体等のコ

ンセンサスを図りながら、新年度中には総合的

に判断をし、方向性を引き出していきたいとい

うふうに考えております。 

  次に、平和通りの一方通行解除についてであ

ります。平和通りの自動車交通量の現状につい

ては、平成22年度に調査をさせていただきまし

て、１日12時間でありますが約2,500台の通行が

ございました。これを双方交通にいたしますと

5,000台以上になるということが想定をされます。

通常幹線道路のように、その自動車交通量から

自転車や歩行者の安全確保を図りながら十分な

道路機能を果たすには、都市計画により決定さ

れた道路幅員20メートルで整備をすることが望

ましいものと考えております。 

  しかしながら、道路整備には家屋の移転補償

費等により膨大な事業費が想定されること、沿

線の民有地までを含めた計画的なまちづくりを

進めないと土地利用が困難な残地が発生したり、

町並みが破壊されるなど、多くの課題解決が必

要であることから、現時点では全面的な道路整

備による一方通行解除は難しいものというふう

に考えております。 

  しかしながら、御指摘のとおり新文化複合施

設整備を初めとする各種事業が都市再生整備事

業により実施をされ、中心市街地活性化の先導

的な役割として各方面からも注目をされ、活性

化の機運が高まっているこの時期をとらえて、

一方通行解除に向けた具体的な取り組みを前進
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させることは必要であるというふうに認識をし

ております。そのためには、市民、地域の方々、

商工会議所、商店街、公共交通機関、学校、関

係行政機関などと十分な調整・協議を行う場を

設け、安全確保を前提としながらも多面性を持

った一方通行解除の検討を行うとともに、必要

に応じて検討された方策を検証するための社会

実験などの取り組みも行いながら、全面的な道

路整備の手法にこだわらない一方通行解除の方

策を導き出していきたいというふうに考えてお

ります。 

  しかしながら、多くの課題を含んでおります

ので、調整等の時間をいただきながら前進でき

るように取り組んでいきたいというふうに考え

ております。 

  私からは以上であります。 

○佐藤 議長 原教育長。 

  〔原 邦雄教育長登壇〕 

○原 邦雄教育長 私からは、小中学校の適正規

模・適正配置に向けた基本計画についてお答え

を申し上げます。 

  先ほどの海老名議員の御質問と同じ内容であ

りますので、同様の御答弁となりますことを御

了解をお願いします。 

  米沢市立学校適正規模・適正配置につきまし

ては、平成21年６月に米沢市立学校適正規模・

適正配置等検討委員会を設置し、１年半にわた

り検討いただき、基本計画を作成するためのよ

りどころとなるべき米沢市立学校適正規模・適

正配置等基本方針として、平成23年２月に答申

をいただいたところであります。 

  今年度は、教育委員会内に米沢市立学校適正

規模・適正配置等基本計画作成委員会を設置し、

基本計画となる骨子を作成しているところであ

ります。今後につきましては、基本計画の原案

を本市の関係各課へ提示し、特に財政フレーム

の構築を行いながら関係各課との合意形成を図

ります。その後、議会への説明を申し上げ、御

意見をいただき、あわせて市民の皆さんにも計

画をお示しし、さらにパブリックコメントの募

集を行い、平成24年度の中ごろには基本計画の

策定を終了したいと考えております。その後、

計画に沿って、できるだけ早い段階で該当地区

への説明と協議を行いたいと考えております。 

私からは、以上です。 

○佐藤 議長 小林総務部長。 

  〔小林正夫総務部長登壇〕 

○小林正夫総務部長 私からは、３番目の公契約

条例の制定に向けて外２点の御質問にお答えし

ます。 

  初めに、公契約条例の制定に向けて、全国的

に公契約条例の制定あるいは各地で公契約条例

導入の議論が盛り上がりを見せていることにつ

いて、本市ではどのように考えているかという

御質問でございます。 

  議員が述べられましたとおり、平成21年９月

に野田市が全国で初めて条例を制定して以降、

お述べのとおり川崎市、相模原市、多摩市と、

それぞれが条例を制定してきたところでござい

まして、さらには札幌市が平成24年の２月議会

に上程ということでございますので、仮にその

議案が可決されますと公契約条例が全国で５市

に制定されている状況になろうかと思います。

そのほかの自治体でも、議員お述べのとおり公

契約条例の導入に向けてさまざま検討されてい

るようでございます。 

  このような流れの背景としましては、野田市

の公契約条例の前文にもありますように、低入

札価格の問題によって下請の事業者や従事する

労働者にしわ寄せがされ、労働者の賃金の低下

を招く状況になってきているというようなこと

から、地方公共団体が公契約条例を導入するこ

とによって、このような状況を改善しようとす

ることになっているのだという認識をしてござ

います。 

  また、昨年平成23年６月８日に開催されまし
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た第81回全国市長会議におきましては、公共事

業の充実に関する提言の中で、「公契約におい

て適正な労働条件が確保されるよう、公契約法

に関する基本的方針などを策定すること」とし

て、国等に要請をした経過がございますので、

本市におきましても今後の国の対応を見守って

いきたいというふうに考えております。 

  また、公契約において公平かつ適正な入札を

通じて、豊かな地域社会の実現と労働者の適正

な労働条件が確保されることは、一つの自治体

で解決できるものではなく、国が公契約に関す

る法律の整備を行い、統一的に規定していくべ

きものとも考えてございます。 

  次に、本市として公契約条例を制定すること

についてでございますけれども、現在の市の対

応としましては、建設工事及び建設工事等に関

する測量・設計業務等において、低入札価格調

査制度を施行しているとともに、建設工事につ

いては総合評価落札方式（簡易型）の試行を導

入して入札を執行しており、著しく低い価格で

の落札、いわゆるダンピング対策が適切にとら

れておると認識してございますことから、請負

者のもとで従事する者の適正な労働条件も一定

程度確保されているものと考えてございます。 

  また、その他の委託業務における労働者の賃

金を含めた労働条件につきましては、労使双方

により決定すべきものであり、労働基準法や最

低賃金法に基づき定められているところであり

ますので、公契約条例が目指しているような労

働者の保護対策は、国の政策として法律により

行うべきものとも考えてございます。 

  このようなことから、本市としましては現時

点では公契約条例の制定については考えており

ませんが、なお今後とも国や山形県、その他の

地方自治体における公契約条例、公共調達基本

条例制定の動向を引き続き注視していきたいと

考えてございます。 

  次に、５番目の新たな行政需要に対応する組

織についてのうち、（２）の職員定員管理の適

正化についてお答えをしたいと思います。 

  初めに、業務量と職員数の検証がなされた上

で、定員適正化計画の策定を行ったのかとの御

質問でございます。 

  議員の御質問にありましたように、職員数の

適正化については行財政改革大綱集中改革プラ

ンに基づき、平成22年４月１日までに市立病院

を除いて平成17年４月１日と比較して55人以上

の職員の削減を目標として進めてまいりました。

当該期間中におきましては、簡素で効率的な行

政システムの構築を目指し、民間委託などの推

進、組織機構の見直し、多様な任用形態の活用

などにより計画を遂行してきたところでござい

ます。 

  その結果、議員もお述べになりましたとおり、

市立病院療食業務の委託により計画策定時には

予定していなかった調理師14名が市立病院から

異動し、小学校での学校給食業務等に配属され

ることとなったことによる増加分を含めまして

も、当初の目標を上回る59名、調理師の増加分

を除きますと73名の削減を実現させたところで

あります。 

  なお、当該期間中の業務量と職員数の関係に

つきましては、業務量に応じた人員配置を行っ

てきたものでございまして、所属長とのヒアリ

ング等を通じて検証もさせていただいていると

ころです。 

  それから、平成22年度からの定員適正化計画

につきましては、国・地方とも厳しい財政運営

を強いられている中において、本市が地方分権

の進展による行政需要の増大と質的な高度化に

的確に対応し、将来にわたって自律的・主体的

に政策を行い、持続的に発展していくために策

定しているものでございまして、平成27年４月

１日までに平成21年４月１日と比較して35人程

度を削減するという新たな目標値については、

これまでの定員適正化の取り組み実績、本市の
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置かれている種々の状況、さらには業務量と職

員数の検証についても十分行った上で決定して

いるものと認識してございます。 

  なお35人程度という目標値は、計画策定時に

は消防広域化が具体化しておりませんでしたの

で、消防職員を含んだ数字として設定したもの

でございますので、今回広域化される消防職員

を除きました目標数値は30人程度となるもので

ございます。 

  次に、職員が減少した分を嘱託職員及び臨時

職員に置きかえていることから、嘱託職員及び

臨時職員の人数が増加しているのではないかと

の御質問についてお答えします。 

  職員については、ただいま御説明させていた

だきましたとおり、業務量に応じた人員配置を

行ってきた結果として、その数が減少してきた

ものでございます。また、本市の嘱託職員及び

臨時職員につきましては、相当以前から必ずし

も職員を必要としない業務や突発的に業務量が

増加する業務に従事してもらうために、適正数

を任用してきているものであり、本来職員がす

べきものを嘱託職員及び臨時職員に担わせてい

るというものではないという理解をしてござい

ます。 

  議員御指摘のとおり、近年臨時職員の任用数

が増加していることは事実でございますが、そ

の主な理由は国全体の施策として、今般の厳し

い経済状況による急激な雇用環境の悪化に対応

するための緊急雇用創出事業として任用してい

ることによるものであります。今年４月時点で

病院、水道及び消防を除く部署において任用し

ている嘱託職員は107名、臨時職員は90名となっ

ているところでございますけれども、この臨時

職員90名のうち29名は緊急雇用創出事業として

雇用したものであり、14名は短期的に必要とな

る市議会選挙事務従事者として任用したもので

ございますので、これら特殊要因を除いた臨時

職員数は47名となり、嘱託職員と合わせた人数

は154名となります。 

  この人数は、平成17年４月時点で任用してお

りました嘱託職員と臨時職員とを合算した人数

であります152名とほぼ同じであり、平成17年度

から現在に至るまでの嘱託職員及び臨時職員の

任用数は、特殊要因を除けばほぼ横ばい状況に

あるという認識をしてございます。 

  次に、今以上の職員数の削減は、行政サービ

スの低下を招くのではないかという御質問でご

ざいます。 

  平成22年度からの定員適正化計画における目

標値については、これまでの定員適正化の取り

組み実績、本市の置かれている種々の状況、さ

らには業務量と職員数の検証についても十分行

った上で設定しているものでありますことから、

行政サービスの低下を招くようなことはないよ

うに努めてまいりたいと思います。 

  次に、新たな行政需要に対応する組織づくり

についてでございます。本市の行政組織につき

ましては、新たな行政課題や多様化する市民ニ

ーズに対応できる効率的な組織や機動的な体制

とするため、随時見直しを行ってまいりました。

近年は、行財政改革大綱に基づく職員定員の削

減に並行して、事務の効率化、組織のスリム化

を目指した事務事業の見直し、施設の廃止や管

理移行に伴う係等の廃止・統合を行い、同時に

重要な政策課題に対しては必要人員を配置し、

体制強化を図る組織改正なども行ってきたとこ

ろでございます。 

  このような中、議員御指摘の新たな行政需要

に対応した組織づくりについてでございますけ

れども、例えば地域主権改革関連では国から基

礎自治体への権限移譲にかかわる業務の増加等

が見込まれるものの、業務の増加量が具体的に

はなっていない現時点においては、現行の組織

において人員の配置などを考慮しながら対応し

ていきたいと考えてございます。しかしながら、

今後におきましても新たな行政課題等を的確に
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とらえ、業務の見直しと必要な人員の適正配置

を常に検討していかなければならないものと認

識をしてございますので、このたびの新米沢市

行財政改革大綱でもお示ししておりますように、

来年度から組織横断的な庁内組織を立ち上げて

多様な業務に的確かつ迅速に対応できる組織づ

くりのための検討を行い、さらなる見直しを進

めていく予定であります。 

  次に、情報収集能力が落ちているのではない

かとの御指摘でございますが、時代の変化や市

民のニーズを的確に把握し、市民満足度の高い

政策を立案するためにも、情報収集が必要であ

ることは認識してございますことから、これま

でも各担当部署にて必要な情報については積極

的に収集し、活用することを心がけてきたとこ

ろでございます。今後とも、必要な情報を迅速

かつ正確に収集できますよう、国県など関係機

関との情報の共有を図りながら、さらなる情報

収集力の向上に努めてまいりたいと考えており

ますので、御理解をいただきたいというふうに

思います。 

  次に、６番目の福島第一原子力発電所事故関

連についてのうち、事故避難者の入居状況はど

のようになっているかという御質問でございま

す。 

  山形県が２月23日現在でとりまとめた資料に

おきまして、市内において避難生活をしている

方は1,219世帯で、3,803人になります。避難者

の避難元市町村としては福島市が最大で、自主

避難者が過半数を超えており、約60％を占めて

いるところでございます。避難先の住宅区分の

内訳としましては、県の借り上げ住宅に835世帯

で2,539人、雇用促進住宅に330世帯で1,080人な

どとなっております。 

  避難者の実態把握につきましては、雇用促進

住宅については昨年６月に各戸を訪問しての入

居状況の実態調査を実施いたしましたが、県の

借り上げ住宅につきましては自主避難者の受け

入れが始まった昨年６月以降急激に避難世帯が

増加したことから、各戸を訪問しての実態調査

は実施していないところでございます。しかし

ながら、避難者の実態把握については郵便物の

返送等によって随時電話によって確認をさせて

いただいているところでございます。 

  このことについては、本市からの避難者の方

に対する必要な情報提供を行うために、個別に

本年２月末日までに計12回にわたり避難者世帯

への郵送を実施したところでございますけれど

も、郵便局から住所に居住されているか照会し

たが連絡等がなかったという理由で郵便物が返

送されてくるケースが、毎回見受けられている

ところでございます。このように郵便物が返送

されてきた場合、本市においても契約者に対し

て入居状況の聞き取りを行い、生活の実態がな

い場合適切な入居をされていない状況にありま

すことから、入居契約を解約する方向で対応し

ていただくよう説明を行うなど、やっていると

ころでございます。 

  また、このような入居実態については、国で

管理している雇用促進住宅については米沢中央

管理事務所に、借り上げ住宅については山形県

に情報の提供を行っているところです。なお、

この米沢中央管理事務所や山形県においては、

既に入居状況の実態調査に入っているというよ

うな情報も得ているところであります。なお、

県の借り上げ住宅については、本市を含む３市

１町では昨年の10月31日で新規の受け入れを終

了しており、雇用促進住宅の申し込みについて

は現在キャンセル待ちの状態になっていると聞

いております。現時点においても、真に住宅確

保の必要な避難者もおりますことから、不適切

な入居実態については解消を図っていくべき必

要があるのではないかと考えてございます。 

  次に、避難者の不安をできるだけ少なくする

ためにという御質問でございます。 

  県の借り上げ住宅については、議員お述べの
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とおり最長で２年間までの延長は認められてお

ります。しかし、その後延長となるのか不安だ

という避難者からの要望がありましたことから、

仮設住宅の供用期間の延長なども含めて、１月

25日に東日本大震災による被災者の受け入れが

多い山形、米沢、新潟の３市で、避難先で安心

して生活が送れるよう、避難者への配慮を求め

る要望書を政府に対し３市長が共同で提出させ

ていただいたところであります。 

  また、雇用促進住宅については避難所や仮設

住宅の扱いとなっているなど、位置づけも不明

確であり、本市における業務負担量も大きくな

っていることもあることから、被災された３県

と同様に山形県が借り上げ住宅として対応して

いただくよう要望もしているところであります。 

  次に、雇用促進住宅の自治会における支援を

どのように考えているのかということでござい

ますけれども、雇用促進住宅に係る駐車場及び

構内通路については、自治会の協力を得ながら

除排雪を本市で実施しているところでございま

す。また、避難者の交流場所として集会所を活

用しておりますことから、当該使用料について

も本年１月分から本市で負担をさせていただい

ているところであります。これは、避難者のた

めの集会所の位置づけとして、今後交流場所を

確保することで避難者同士の精神的支援の活動

の場所を確保することも必要になってくること

から、本市における避難者の方が地区コミュニ

ティセンターの施設を利用する場合、利用料金

の徴収を免除させていただいているため、これ

に準じた取り扱いを行い、本市でも支援を行わ

せていただいているところでございます。 

  大変長くなりましたけれども、私からの説明

は以上でございます。 

○佐藤 議長 我妻德雄議員。 

○４番（我妻德雄議員） 大変丁寧な答弁、あり

がとうございます。残すところあと10分くらい

しかないので、順不同でお聞きをしますけれど

も、一番最後にありました原発避難者の居住地

の期限の問題について、市としては要望しまし

たよという話がありましたけれども、具体的に

市としては要望以上のことは今の段階では考え

ていないということでしょうかね。市として独

自にいろいろやれることは、今の段階でないの

かというふうに、私としてはいろいろやれるこ

とがあるんじゃないのかなと、他市町村の動向

を見ると思うんですけれども、その点はいかが

なものでしょうか。 

○佐藤 議長 小林総務部長。 

○小林正夫総務部長 まずは、国、県が今さまざ

ま避難者に対しての住宅の提供をしていただい

てございますので、それの期限の延長について

お願いをするというところが第一歩かと思って

ございます。 

○佐藤 議長 我妻德雄議員。 

○４番（我妻德雄議員） そうですね。それで、

その後しかるときには、それなりの返事が返っ

てこないときには市も考えなければならないと

いうふうに思いますので、その準備はしていた

だければなというふうに思います。 

  あともう一つ、新聞報道などにも書いてあり

ましたけれども、二重住民制度を認めてほしい

というようなことで、いわゆる原発避難者特例

法で認められた福島県内13市町村と同様に、自

主避難者が避難先で各種行政サービスを受けら

れるようにしてほしいというような要望が多く

出されているというふうな話ですけれども、こ

の点について対策は何かとれないものなんでし

ょうか。いかがなものですか。 

○佐藤 議長 小林総務部長。 

○小林正夫総務部長 今回法案が通りまして、そ

の法律の範囲での住民サービスについては本市

におきましても対応させていただいております

し、さらにそれを上回る施策についても可能な

範囲でとらせていただいているところでござい

ます。 
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○佐藤 議長 我妻德雄議員。 

○４番（我妻德雄議員） できるだけ、やれるこ

とはやっていただきたいなというふうに思いま

す。いろいろ本当はもうちょっと話をしたいん

ですが、どうしてもここのことは話をしなけれ

ばならないことが１点あったんで、そっちに移

ります。 

  指定管理者の関係で、答弁で人件費の算出は

嘱託職員を参考にするというか、基準にすると

いうようなことで算出しているということでよ

ろしかったでしょうか。 

○佐藤 議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 答弁の中で申し上げま

したのは、一部にはそれを準用しているものが

あると。またもう一方では、個別に算定させて

いただいているものもあるということでありま

す。 

○佐藤 議長 我妻德雄議員。 

○４番（我妻德雄議員） では、基本的には嘱託

職員ではなくて個別に、いろいろその都度ケー

ス・バイ・ケースで算出しているということで

すかね。 

○佐藤 議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 従来、委託の関係から

指定管理制度に移ってきたという経過の中で、

実態的に使われておったさまざまな積算のルー

ルがございましたので、そういうものを引っ張

っているという部分も、確かにそれはございま

す。 

○佐藤 議長 我妻德雄議員。 

○４番（我妻德雄議員） 例えば公民館の話とか、

そういうふうに個別に算出しているんだという

ふうには思うんですけれども、基本的には嘱託

職員などがベースになっているということです

かね、臨時職員なども従来からいくと。具体的

に、そうすると嘱託職員などが基準だとすれば、

年収で180万円くらいだというふうに思うんです

が、年収ベースをじゃあどのくらいの基準で算

出していますか。平均で結構です、大体重立っ

たところで結構ですけれども、その点教えてい

ただけますか。 

○佐藤 議長 山口企画調整部長。 

○山口昇一企画調整部長 今、その御質問につい

ては明確にはお答えができかねるところであり

ますが、要するに設計していく中で一つの参考

価格として嘱託職員のものを使ってお示しはす

るわけであります。ただ、実態としては民間の

雇用契約の中でどれだけのものが保証されてい

るかという部分については、それはわからない

部分も相当ありますので、御容赦いただきたい

というふうに思います。 

○佐藤 議長 我妻德雄議員。 

○４番（我妻德雄議員） ですから、私たちはそ

のところで公契約条例というものがどうしても

必要なんでないのかなと。年収で180万円とか

200万円とかっていえば、本当にいわゆるワーキ

ングプアと言われる年収になってしまうという

ふうに思うんですよ。しかも、指定管理者制度

の中で長くても５年だという不安定雇用をどん

どんどんどん生み出している実態が、私はそこ

にはあるんではないのかなというふうに考えて

います。 

  ですから、一定程度の額を保証する公契約条

例というものが必要なんではないのかなと。私

たちは、どう考えたって200万円以下で普通に生

活していくのはかなり大変ですよ、今の世の中

で。そこのところを、きちんとしたものをやっ

ぱりお示しをするということが何よりも大事だ

というふうに思います。ですから、公契約条例

の制定を強く望んでいますし、公契約条例とい

うのはそれだけじゃなくていろいろな側面を有

していて、今さら申し上げるまでもないという

ふうに思うんですけれども、地元経済の活性化

ですとか、あるいは障がい者雇用をきちんと盛

り込むですとか、そういったいろいろなプラス

面がいっぱいあるわけですよ。それをどうして、
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法律的にもう今やれるということになってきて

いるというふうに思うんですが、それをやらな

い理由がどこにあるのかというのを今思ってい

るんですけれども。その点は、いかがなもので

しょうか。 

○佐藤 議長 小林総務部長。 

○小林正夫総務部長 確かに、今日のデフレ経済

の中において、どんどん低価格化の傾向にある

中でそういった給料が下がるということについ

ては、私自身もよしとはしないところはござい

ます。しかし一方では、やはり法の範囲の中で

行う部分もございますので、先ほども触れまし

たけれどもやはりこの部分については１自治体

だけではなくて、やはり国の方で方向性を示し

ていただきながら、それに沿ったものを各自治

体がつくっていくということがある程度必要な

のではないかというふうに思ってございますの

で、一定程度御理解もいただきたいと思います。 

○佐藤 議長 我妻德雄議員。 

○４番（我妻德雄議員） まあ御理解はできない

わけなんですが、ここ何年か私たちもこの件に

ついてはずっと話をしてきまして、いろいろな

積み上げもしてきたつもりでいます。ですから

いろいろなことで、労務単価の計算などについ

て積算方法などについても、時間があれば山形

県の例なども申し上げながら本来ですといきた

いんですが、ぜひもう一度少しきちんと考えを

してほしいなというふうなことをきょうの段階

では申し添えておきます。 

  もう１点、また戻って申しわけないんですが、

学校の適正規模・適正配置に向けた基本計画を

今年度中に策定をするというお話をいただきま

した。策定の仕方などについては、先ほど御説

明をいただきましたけれども、いわゆる該当地

区という言葉で説明されましたが、この該当地

区というのは、具体的にどういうことなんです

かね。該当地区にいろいろ説明をするという話

がありましたけれども、この該当地区の概念と

いうのはどういうことですか。 

○佐藤 議長 原教育長。 

○原 邦雄教育長 これから細かい部分について

は検討していくわけですけれども、該当地区と

いう概念、これはここでは「例えば」とか「も

しも」というふうな言葉を前置きしたとしても、

そういうふうな情報が事実として伝わる心配も

あるわけですけれども、例えば小学校でいえば

基本として12学級、中学校としても12学級、そ

れから許されるならば小学校６学級というふう

な基本、これにやっぱり合致しているかどうか

というのが、まず一つの基準になるだろうとい

うふうに思っているわけです。 

  それ以外についても、今後やっぱりこの計画

というのは20年、30年、あるいは50年という長

いスパンで考える必要があると思いますので、

結果的にはすべての学区が該当してくるという

ふうな広がりも当然あるだろうと思いますけれ

ども、個別に「この学校だけ、今こうですよ」

ということでは、この段階では言えないという

ふうな状況であります。 

○佐藤 議長 我妻德雄議員。 

○４番（我妻德雄議員） 私は、９年間１クラス

同じメンバー、23人のときもありました。28人

のときもありました。中学校卒業するまで、ほ

ぼ同じメンバーで卒業させていただきまして、

それがよかったのか悪かったのかという話、競

争の原理があるかとかいろいろあるかと思いま

すが、今も仲良く毎年年に何回か酒飲みをして

いるような状況がありますから。 

  時間がないのでこれでやめますが、規模につ

いてもいろいろ議論をいただきたいというふう

に思います。以上です。 

○佐藤 議長 以上で市政クラブ代表４番我妻

德雄議員の代表質問を終了し、暫時休憩いたし

ます。 

 

午後 ２時３１分 休  憩 
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午後 ２時４２分 開  議 

 

○佐藤 議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  ここで、あらかじめお諮りいたします。本日

の会議が定刻の午後４時まで終了しない場合、

会議時間を日程終了するまで延長することにし

たいと思いますが、御異議ございませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○佐藤 議長 御異議なしと認めます。よって、

本日の会議を日程終了まで時間を延長すること

に決まりました。 

  次に進みます。 

  自民クラブ代表11番遠藤正人議員。 

  〔１１番遠藤正人議員登壇〕（拍手） 

○１１番（遠藤正人議員） 市民の皆様、自民ク

ラブ代表の遠藤正人です。本日は代表質問をさ

せていただきますので、よろしくお願いいたし

ます。 

  ことしは大雪で、多くの市民の方々、そして

4,000人近くの避難されている方々は雪国の厳し

さを感じられたと思いますが、春はすぐそこま

で来ております。雪国には、日本人が本来持っ

ている人間味の温かさや困難を乗り越えていこ

うとするときの根性といいますか、そういった

ものを培うことができるところがあります。 

  世の中は格差社会と言われ、経済的にも厳し

い世の中ではありますが、何とかみんなで知恵

を出し合い、そして助け合いの精神でここ米沢

が「雪は降りますが、とってもいい町だ」と市

民一人一人が思える、そしてほかの町の方から

も「米沢に行ってみたいな」と言われるような

まちづくりをしなければならないと、切に感じ

ております。 

  では、質問に入らせていただきます。 

  先般、安部三十郎市長より、平成24年度市政

運営方針を聞かせていただきました。その骨格

のうち、５本の柱、「創造性豊かで活力ある産

業のまちづくり」「すぐれた人材と豊かな心を

はぐくむ学びのまちづくり」「暮らしと自然が

調和するまちづくり」「だれもが安心して安全

に暮らせるまちづくり」「美しく利便性の高い

快適なまちづくり」に関した五つの質問をさせ

ていただきますので、前向きな真摯な答弁をよ

ろしくお願いいたします。 

  まず一つ目としまして、安部三十郎市長は新

年度の主要施策として「創造性豊かで活力のあ

るまちづくり」として、「農業関係の中に新商

品開発などの６次産業化への取り組みに対し市

独自の支援を継続し、農業経営の改善と農業・

農村の活性化を図っていきます。また、積極的

に発信するとともに、伝統野菜など地場食材の

活用を促進し、販路拡大や地域特産物の振興に

取り組んでいきます」と述べられました。 

  これに関連しまして、元気な農業のためにお

尋ねします。 

  雪国米沢では、ハウス栽培はなかなか向かな

い面もありますので、冬期間の米の加工を推進

しなければならないと思います。そこで、米の

加工により商品化されているものや、将来期待

されるものにはどんなものがあるか、お尋ねい

たします。 

  農産物に付加価値をつけた場合には、今度は

販売する場所や流通が大切であります。そこで、

６年後には高速道路が完成するだろうと言われ

ておりますが、その開通に向けて関連の道路休

憩施設等の整備につきまして、進捗の状況をお

聞かせいただきたいと思います。また、そうい

った施設などで農産物の販売や農家レストラン

などの併設が可能なのか、お教えください。 

  さらに、先般農業を元気にするため小泉武夫

先生の講演会がありましたが、そこで小泉先生

は「米の加工品の一つに、どぶろくがある」と
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話しておられました。どぶろくは酒税法の規制

がありますので、米沢市でもどぶろく特区の申

請をして、どぶろくで元気な農業にできないで

しょうか。 

  次に二つ目としまして、「暮らしと自然が調

和するまちづくり」です。すなわち、総合的な

雪対策についてであります。 

  ことしは２年続きの大雪です。市民の方々は、

連日の雪片づけで本当に大変な思いをされまし

た。また、早朝から除雪機械に乗られて作業さ

れている方々、そして多くの雪対策にかかわら

れた方には、本当に感謝の気持ちでいっぱいで

あります。一方、残念な除雪機械による事故な

どもありました。本当に悲しいことであります。 

  米沢にこれからもずっと住み続ける市民にと

りましては、今後も雪対策は欠かせません。そ

こでお尋ねいたしますが、雪の利用、すなわち

利雪としまして、雪灯篭まつり以外に何か妙案

があるかお尋ねします。 

  最近のニュースでありましたが、全国的にも

雪室を利用しているまちがありました。雪室を

利用して、コンピューター施設の冷風利用によ

り、バックアップセンターを工業団地などに誘

致できないでしょうか。 

  また、雪国で快適な生活をするためにお尋ね

いたします。高齢者、障がい者の方々のお宅の

玄関から道路まで距離がある場合、ことしのよ

うな大雪では助けがなければ生活ができない状

況になり、安全の確保もままなりません。福祉

サイドでは、市の単独事業としましてじょう口

の除雪をされておりますが、この制度につきま

してさらなる事業の拡大といいますか、内容の

充実をすることにより、高齢者、障がい者の

方々が雪国米沢で安心して生活できると思いま

すので、今後この事業につきましてぜひとも質

の向上を期待しますが、当局の見解をお聞かせ

いただきたいと思います。 

  次に三つ目であります。世界記憶遺産に向け

ての取り組みについてお尋ねいたします。 

  ユネスコが主催する三大遺産事業の一つで

「世界記憶遺産」に、国内では炭鉱絵師の山元

作兵衛さんの作品が昨年登録されました。ほか

にも、世界的には「アンネの日記」やベートー

ベン「第九」、フランス革命の人権宣言、1613

年に刊行された朝鮮第一の医書である東医宝鑑

など、多くの世界の記憶が遺産として登録され

ました。 

  皆様も御存じのとおり、上杉鷹山公は改革を

成功させた日本を代表する政治家です。上杉鷹

山公について話をすれば、幾ら時間がありまし

ても足りませんので、本日はとても残念ですが

割愛をさせていただきますが、上杉鷹山公の改

革を世界記憶遺産にできないかお尋ねします。 

  鷹山公は、第９代米沢藩主になられたとき、

「受けつぎて、国のつかさの身となれば、忘る

まじきは民の父母」という和歌を、そして隠居

の際、有名な「伝国の辞」の３カ条を残されて

おります。「伝国の辞」は、「一、国家は先祖

より子孫へ伝え候。国家にして、我私すべき物

にはこれ無く候。一、人民は国家に属したる人

民にして、我私すべき物にはこれ無く候。一、

国家人民の為に立たる君にして、君の為に立た

る国家人民にはこれ無く候」、こういったすば

らしいことをお残しになっております。かのア

メリカ大統領であられたケネディ大統領も鷹山

公を称賛されたことは、皆様も御存じのことと

思います。 

  こういったことで、上杉鷹山公の改革を世界

記憶遺産にできるかどうかは、これこそ「なせ

ばなる、なせねばならぬ、何事も」となるので

はないでしょうか。少なくとも、行動を起こさ

ずしては何もできないのであります。 

  次に、上杉神社南側で上杉記念館西側にある

ＮＨＫ施設の今後についてお尋ねいたします。 

  まずは、現在の状況と今後の活用について、

何か計画があるのかどうかをお尋ねいたします。
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この土地につきましては、将来的に有効活用で

きればすばらしいと思うのです。単なる通信施

設であれば、将来的に移転をして、その跡地を

有効に使うなど。例えば、そこに先人記念館な

どを建てて、そこを足がかりに上杉鷹山公の改

革を世界記憶遺産にする運動を展開するとかな

ど、いかがでしょうか。 

  次に、避難者に対する市独自の対策について

お尋ねします。 

  昨年の３月11日の東日本大震災から、はや１

年がたとうとしております。今なお多くの方々

が政府与党のリーダーシップのとれない状況の

中で大変御苦労をされております。また、本市

にも4,000人近くの多くの方々が避難者として暮

らされております。福島県の隣県を見ましても、

茨城県鹿嶋市では「震災復興プレミアム商品

券」を昨年秋に発行し、また被災者に給付して

いるようです。こういった地域振興券の発行は

できないか、何か本市で対応できることがない

ものか、お尋ねいたします 

  最後に、（仮称）まちなか歴史公園と武者道

の計画についてお尋ねいたします。 

  安部三十郎市長は市政運営方針の中で、中心

市街地活性化のための事業の一つとして、（仮

称）まちなか歴史公園の整備を挙げておられま

す。そして、本市のまちなかの「顔」と「城下

町らしさの」再生を目指して本格的に始動して

いきますとも語られておられました。 

  先般市議会に（仮称）まちなか歴史公園と武

者道の事業につきまして、所管の都市計画課よ

り素案の概要説明がありましたが、改めて安部

三十郎市長にそれらの事業に対する思い、そし

てそれらの事業に対する「城下町らしさ」につ

いて御見解をお聞かせいただきたいと思います。 

  一般に歴史と名のつく公園は、全国的に見ま

してもそのまちの歴史の薫りが漂っております。

また、城下町という言葉には歴史や風情を感じ

るはずです。しかしながら、このたびの事業の

素案ではまちなか歴史公園には遊具があり、一

風変わった歴史公園に感じられました。一言で

言えば、米沢市がなす事業として名称の中に歴

史を使っている公園に遊具があるということに、

市民は違和感を感じはしないでしょうか。 

  少なくとも、米沢らしいウコギの垣根や草木

塔に、そして桜のソメイヨシノの後に咲くしだ

れ桜などもあってもいいのではないでしょうか。

また、カヤぶきの武家屋敷の移築までとは言い

ませんが、行屋くらいはあってもよいと思いま

すがどうでしょうか。しかしながら、そういっ

たものは見当たりませんでした。 

  さらに、ほかの町にはないようなものなどを

加えるとか、行政だけでは困難でしょうが、例

えば芸能神社の移転により有名な芸能人も来ら

れるような公園にするとか、いかがでしょうか。 

  また、城下町のイメージを大切にするには、

本物志向が大切になると思います。武者道の水

路には、コンクリート製ではない本物の石や切

石を積んだものを、手間はかかるでしょうが、

そこには将来的には歴史の年輪が増すと思いま

すが、こういったことにつきましてはどのよう

に考えておられるかお尋ねいたします。 

  私の思うその公園の完成を、これから皆さん

イメージしてください。例えば春の休日に、図

書館の帰り道、まちなか歴史公園を散策して、

ピンク色に咲くしだれ桜をながめながら、ふら

っと甘酒やどぶろくを飲める茶店に回り、そこ

で一服、米沢の歴史とどぶろくの味にほろ酔い

になり、幸せなひとときが過ごせるような気が

しますが、安部三十郎市長どうでしょうか。そ

ういったまちなかの再生はどうでしょうか。 

  以上、大きく５点につきまして、壇上からの

質問といたします。ありがとうございました。 

○佐藤 議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの遠藤正人議員の御

質問にお答えいたします。 
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  御質問のうち、道の駅についてとまちなか歴

史公園、武者道につきましては私から、これら

に対する補足及びその他の事項については部長

よりお答えをいたします。 

  まず道の駅、もしくはサービスエリアについ

てでありますが、昨年の３月末に山形県知事が

東北地方整備局長に（仮称）米沢中央インター

チェンジの連結許可申請を行ったことから、今

年度栗子トンネル米沢側出口から米沢北インタ

ーチェンジまでの本線上へのいわゆるサービス

エリア、もしくは現道への道の駅について、庁

内に検討委員会を立ち上げました。現在、国土

交通省と本線上へのサービスエリアの設置の可

能性について、年度内を目途に協議を行ってい

るところであります。 

  今後、この協議の結果を受けて、いわゆるサ

ービスエリアもしくは道の駅設置の方針を決定

の上、東北中央自動車道福島から米沢北間の供

用に合わせての休憩及び地域振興施設等のオー

プンを目指して、設置場所や事業主体、手法、

規模等、事業の具体的な検討を行っていきたい

と考えております。 

  東北中央自動車道が完成しますと、都会から

東北へ、そして東北から都会へと、人々の車が

行き交いますので、米沢を素通りするのではな

くて米沢で一たん車をとめていただいて、そし

て米沢の物をさまざまにお買い求めいただく、

あるいは米沢の農産物、食材を使ったレストラ

ン、これも可能かどうか検討しなくてはなりま

せんが、可能であればレストランで食事をする

とか、そしてその上ではこれらの産物、あるい

は食べ物をつくっている米沢のまちにお客様が

行ってみたいと思って、その場で来られるかあ

るいはこの次来ようと思うかはともかく、とに

かく道の駅もしくはサービスエリアに来られた

方が、そこからまちなか観光につなげていける

ようなものにしていかなくてはならないという

ふうに思っております。 

  続いて（仮称）まちなか歴史公園であります

が、そもそもこれは仮称ではありますが、何の

歴史かというのがあります。現在、場所は申し

上げるまでもありませんが、平和通り駐車場と

東北電力の間が長方形に空き地になっておりま

す。そして、空き地の奥の方を見ますと、米沢

城三の丸土塁跡と西條天満神社旧社殿がありま

す。そのうち米沢城三の丸土塁、そしてその後

ろは今埋め立てられておりますが、お堀であり

ました。そして、ですからこれは江戸時代の遺

構であります。 

  そして、三の丸土塁の上に建っている西條天

満宮というのは、詳しくは申し上げませんが、

これは南北朝時代の歴史にまつわる遺構であり

ますので、それで二つの時代の歴史的なものと

いうふうに言うことができます。それらを生か

しながら、市民の皆様あるいは観光客の方々が

歴史を感じる、あるいはそこで楽しいひととき

を過ごしていただくということでありますので、

完璧に歴史施設の復元ということに終始するわ

けではなくて、その歴史性とそれから憩いの場、

これを合体させた施設というふうにとらえてい

ただければよいというふうに思います。 

  そういう中で、米沢市は花と樹木におおわれ

たまちづくりというのを進めているわけですが、

西條天満宮を囲んでいる大木、いわゆる鎮守の

森になっております。そして、御質問の中に御

提案としてありましたが、この公園にはこれか

らさまざまな樹木を植栽していきますので、鎮

守の森がさらに拡大するというふうにとらえて

いただきたいというふうに思います。そういう

ことによって、花と樹木におおわれたまちづく

りの事業がまちなかで展開されるという、そう

いう面もこの歴史公園にはあります。 

  また、武者道についてでありますが、これは

三の丸のお堀がありますが、堀の端が狭く通用

路になっていたわけであります。すなわち、お

堀自体が軍事施設でありますので、その軍事施
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設を走り抜けるための狭い道路が武者道であり

ます。江戸時代になって泰平の世の中になりま

すと、侍がお城に上がるために通ったりという

こともいたしましたが、そもそもはそういう軍

事施設であって、しかしそれを今現在残ってい

る形からいきますとお堀とセットにして軍事施

設の復元というようなことにはなかなかいかな

いものですから、それよりも市民の方や観光客

の方がかつてお堀のあった風景、そしてその端

に侍が走り抜ける道路があったという、そうい

うことを想像しながら歩いていただける楽しい

散歩道というイメージを考えております。 

  そのようにして、歴史を感じる、学ぶという

ようなことと、それから市民の方、観光客の方

が楽しく憩うという、二つが合体したものとい

うふうにとらえていただければというふうに思

います。 

  私からは以上です。 

○佐藤 議長 斎藤産業部長。 

  〔斎藤友久産業部長登壇〕 

○斎藤友久産業部長 私から、初めに米の加工に

ついてお答えしたいと思います。 

  本市農業の基幹作物である米を利用した加工

は、冬期間の農業所得の確保や雇用の創出とい

う観点からも有効な手段であると考えておりま

す。米沢地方においては、昔から酒、しょうゆ、

みそ、三五八などに加えて、せんべい、お菓子

などの米の加工が定着してきております。本市

でも、これから米の加工に取り組まれる商品と

して、切りもちやもち加工品、米粉や米粉めん、

そして麹などがあります。県外の農業法人では、

いかめしの加工販売をしているような例もござ

います。 

  また、菓子類としてはせんべい、大福、ゆべ

しや団子、最上地方のくじらもち、県外ではう

いろうなどの加工品があると承知しております。

そして、御提案のあった酒類では、どぶろくや

清酒もあります。そのほか、米油やビーフン、

ライスヌードル、ライスペーパーなども加工品

としてあるところであります。 

  今後期待できるものの一つとしては、米粉が

考えられると思います。輸入小麦の代替として

は、現在のところ生産コストの面で価格的に不

利ではありますが、食料自給率の向上や健康志

向の観点から国や県でも普及に力を入れており、

さらに家庭用の米粉パン炊飯器の普及や学校給

食での米粉パン、米粉めんの利用拡大もできて

おります。流通・外食関係の大手企業での米粉

利用も始まっていることから、今後とも注目し

ていきたいと考えております。 

  農林漁業者が行う農産物の加工販売について

も、国では昨年３月にいわゆる６次産業化法を

施行し、支援することになっており、現在市内

の農業法人が国の認可を受けて事業に取り組ん

でいるところでございます。 

  続きまして、どぶろく特区についてお答え申

し上げます。 

  とぶろく特区は、地域振興を目的とし、平成

14年の行政構造改革によってできた構造改革特

区区域であり、国内には20地区以上あり、県内

では飯豊町と酒田市が認定を受けております。

どぶろく特区の認定自体は、地域限定などの要

件はないためそれほど困難ではないようですが、

おみやげ物として販売する場合には酒税法が適

用されることから縛りが多いようですので、特

区の申請に当たってはどぶろくをどのように活

用して地域振興につなげるかや、実施主体など

について関係する機関、団体と十分な協議が必

要でありますので、今後の研究課題にさせてい

ただきたいと思います。 

  続きまして、農家レストランについてお答え

いたします。 

  先ほど、道の駅に併設の関係で市長からも話

がございましたが、本市では米沢の味ＡＢＣを

初め、四季を通じて豊かな食材が生産されます

し、すぐれた発酵食品もありますので、それら
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米沢の食材を活用したレストランを道の駅に併

設できれば、多くの方々への情報発信が可能と

なり、物販とあわせて本市産業の活性化を図る

上でも大変有効なものと考えております。 

  道の駅整備の可能性が見出されることになっ

た時点で、食材の供給体制や運営方法、規模な

どの課題もありますので、生産者や関係団体な

どと農家レストランの設置について可能なのか、

その時点で研究してまいりたいと考えておりま

す。 

  以上でございます。 

○佐藤 議長 山口企画調整部長。 

  〔山口昇一企画調整部長登壇〕 

○山口昇一企画調整部長 私からは、総合的な雪

対策についてのうちの利雪について答弁をさせ

ていただきます。 

  雪灯篭まつり以外での利雪事業については、

各地域で開催をしております雪まつりのような

雪に親しむイベント、姉妹都市などの小学生と

の交流事業、スキー、クロスカントリーの教室

や大会などが開催されております。また、克雪

という面では、共同で排雪を行う除排雪協力会

の仕組みを行っている町内会などがあり、また

西部地区では西部地区克雪クリーン作戦対策協

議会や西部地区流雪溝利用協力会などの組織が

あり、それぞれに活動を行い、住民の克雪意識

の高揚を図っております。 

  そのほかの雪の利活用については、再生可能

エネルギーの面で雪氷熱を利用した冷房や冷蔵

などがあり、市内の企業でも試験的に冷房に使

われている例がありますが、最近では県内にお

いても雪室を活用した米などの農産物の熟成保

存やブランド化などが進められているようであ

ります。 

  今冬のような降雪は、市民の生活を考えた場

合、除排雪などのマイナス面ばかりがクローズ

アップされておりますが、資源として活用され

ている事例などもあります。例えばということ

で、議員の方から雪氷熱を活用した冷房システ

ムの優位性をアピールして、データサーバーの

バックアップセンターなどの誘致につなげられ

ないかというふうな御提案もございましたが、

本市においても今後山形大学工学部とも連携を

しながら、再生可能エネルギーの取り組みの方

向性を検討する予定にしております。 

  雪利用の妙案はないかとのお尋ねでもありま

したが、お時間はいただきますがこうした検討

の中で熱エネルギーとしての利活用の可能性を、

今後探ってまいりたいというふうに考えており

ます。 

  私からは以上です。 

○佐藤 議長 菅野健康福祉部長。 

  〔菅野智幸健康福祉部長登壇〕 

○菅野智幸健康福祉部長 私からは、高齢者、障

がい者の除雪についてお答えいたします。 

  この事業は、高齢者が冬期間において支障な

く自立した生活が営めるよう除雪援助員を派遣

するもので、事業の対象者は高齢者などのみ世

帯で、市町村民税額が３万円以下の世帯と限定

しておりますことから、ある程度所得の低い世

帯を対象に支援を行っているところでございま

す。また、ことしのような豪雪の場合、上限回

数を10回から14回までふやすような対策をとっ

ておりますことから、今後も降雪の状況に合わ

せまして必要な支援を行ってまいりたいと考え

ております。 

  なお、昨年度、今年度と大雪が続いておりま

すことから、事業の利用状況などの実績等を踏

まえまして、次年度以降につきましては当初か

ら上限回数をふやすように考えてまいりたいと

思います。また、除雪援助員が除雪作業を行う

場合ですが、事前に利用者宅を訪問し、除雪作

業の方法などについて当該お宅と打ち合わせを

行ってから作業を行うよう、委託業者にも指導

しているところでございます。 

  今後も、高齢者、障がい者に対しまして、ニ
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ーズに合ったきめ細やかな除雪が行えるよう努

めてまいりますので、御理解いただきたいと思

います。 

  私からは以上です。 

○佐藤 議長 神田教育管理部長。 

  〔神田 仁教育管理部長登壇〕 

○神田 仁教育管理部長 私からは、３番目の世

界記憶遺産に向けての内容について御答弁申し

上げます。 

  上杉鷹山の経営哲学を示す資料を世界記憶遺

産にとの御質問でございますが、鷹山の質素倹

約や産業振興によるさまざまな藩政改革の取り

組みやその思想については、広く高い評価を受

け脈々と引き継がれており、私たちが誇りを持

って後世に引き継ぐ貴重な遺産であると認識し

ているところでございます。 

  しかしながら、鷹山の経営改革の資料として、

世界記憶遺産に登録するためには、上杉家文書

を初めとする古文書類や博物館で所蔵する歴史

資料、さらに関係機関で所有する資料などから

関連する資料を選定する必要がございます。例

として挙げられました「伝国の辞」は上杉神社

の所有であり、その他の関係資料につきまして

も市のほか上杉家など所有者がさまざまにおり

ますので、関係者の御理解を得る必要もござい

ます。 

  このため、御質問にあります関連資料を世界

記録遺産に申請する件につきましては、今後関

係者の御意見を聞きながら、まずは研究をさせ

ていただきたいと考えております。 

  続きまして、御質問にありましたＮＨＫ施設

につきましては、現在移転の計画がないとのこ

とでありますので、跡地利用につきましては市

としても考えていないところでございます。ま

た、先人顕彰については、本市には長い歴史や

文化に培われた精神風土があり、その中で幾多

の人材を輩出しております。これらの先人を顕

彰することは、その遺徳をしのぶとともに、人

間形成の過程を学ぶなど非常に大きな意義があ

り、また観光面でも本市を広く紹介することに

つながるものと考えております。 

  このため、本市では平成13年に開館した上杉

博物館を整備するに当たっては、常設展示室で

は展示コーナーの一つとしてさまざまな分野で

偉大な業績を上げられました置賜ゆかりの先人

のうち、代表的な人物を紹介するとともに、本

市のさまざまな偉大な先人についても紹介する

コーナーを設けているところであります。 

  また、このたび新たにまちなかに整備する図

書館と市民ギャラリーの機能をあわせ持つ新文

化複合施設においては、図書館が所蔵する貴重

な歴史資料を初めとするさまざまな資料を活用

するとともに、市民ギャラリーの展示機能も生

かしながら、先人の功績等を学ぶことのできる

コーナーを設けてまいりたいと考えております。 

  あわせて、市内には我妻榮記念館などの民間

の施設もございますので、それらと連携を図り

ながらさまざまな場を活用して、先人顕彰を行

ってまいりたいと考えておりますので、御理解

いただきたいと思います。 

  私からは以上です。 

○佐藤 議長 小林総務部長。 

  〔小林正夫総務部長登壇〕 

○小林正夫総務部長 私からは、４番の避難者に

対する独自の支援についてのお尋ねについてお

答えをしたいと思います。 

  最初に、本市における避難者に対する支援の

基本的な考え方についてでございますけれども、

災害発生からの時間の経過により支援の内容は

変化していくものというふうに考えているとこ

ろでございます。 

  初めに、一般的な災害支援のあり方でござい

ますけれども、発生直後から３日間程度におい

ては、災害により命や財産が危険にさらされる

ことから、救急救命、避難生活、給食、給水な

ど、生命財産を守る活動が求められるところで
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あります。 

  その後、２カ月間程度においては、ライフラ

インの復旧や避難所の開設、地域によっては長

期の避難生活が余儀なくされることから、少し

でも日常生活が安心して送れる生活支援、避難

所運営支援、罹災手続の情報提供などが求めら

れるところであります。さらに２カ月から数年

程度においては、就業支援や心のケアが求めら

れると言われております。 

  このたびの東日本大震災により、本市に避難

されてきた方への支援につきましても同様に、

震災直後においては体育館などを避難所として

開設し、食事の提供など避難生活を送れる支援

を中心に実施してきたところでございます。そ

の後、避難所生活から仮設住宅での生活へとい

う自立支援に向けた準備段階の支援へと移行し、

現時点においては避難者の方は県で借り上げし

た仮設住宅などに入居しておられますが、これ

は一時的な居住の安定を図ることであります。

また、被災されている方による生活再建に向け

ての足がかりともなる役割を果たすものでもあ

ります。 

  東日本大震災発生後間もなく１年近く経過す

る現段階においての避難者に対する支援のあり

方については、精神的な支援や心のケアにつな

がる活動を優先的に取り組むべきものと判断し

ているところであります。このため、山形県で

は米沢市の社会福祉協議会に生活支援相談員を

配置し、避難者の安否確認や日常生活の困りご

と相談など、訪問活動を通じて不安の解消を図

り、避難者の孤立化を防止するための避難者生

活相談支援事業を実施しているところでありま

す。 

  次に、東日本大震災による本市への避難者に

対する支援として、地域振興券の発行はできな

いかというお尋ねにお答えをしたいと思います。 

  地域振興券などを発行した支援につきまして

は、いわゆる物的支援策の一つとして有効では

あると思われます。本市におきましても、既に

昨年９月から独自の避難者支援策の一つとして、

お米ギフト券を避難者の方へ支給させていただ

いているところであります。 

  さて、御質問の地域振興券の発行であります

けれども、御紹介をいただきました茨城県鹿嶋

市の震災復興プレミアム商品券は、今回の大震

災により市内に居住している住宅が全壊及び半

壊した方を除き、一部損壊という形で直接被害

を受けられた世帯に対して地域商工会が発行す

る震災復興プレミアム商品券をもって給付する

といった鹿嶋市独自の支援策であり、さまざま

な制限も加えながら実施されたというふうにお

聞きしております。 

  本市では、震災直後東日本大震災に係る緊急

経済対策の一環として、15％のプレミアムをつ

けての愛の商品券の発行支援を５月に行ったと

ころであります。さらに、11月にも愛の商品券

の発行がなされ、これらは市民に限らず避難さ

れ米沢に住んでおられる方々についてもお買い

求めいただいたものでありますことから、避難

されている方に限っての発行は難しいものと考

えておりますので、御理解もいただきたいと思

います。 

  私からは以上です。 

○佐藤 議長 渡部建設部長。 

  〔渡部修一建設部長登壇〕 

○渡部修一建設部長 私からは、（仮称）まちな

か歴史公園と武者道計画についてのうち、市長

がお答えした以外のことについてお答えいたし

ます。 

  初めに、（仮称）まちなか歴史公園について

でありますが、遊具につきましては子供たちが

にぎやかに遊ぶために必要であると考えてござ

いますので、全体的な和風のイメージになじむ

よう極力木製遊具とし、数量や配置についても

検討してまいります。また、御提案のウコギの

垣根や桜の樹種選定についても検討してまいり
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たいと考えているところでございます。 

  次に、武者道の水路についでありますが、コ

ンクリート製ではなく城下町をイメージして本

物の石や切石を積んだものなどにしてはどうか

の御提案につきましては、現況の水路が1.1メー

トルと深く、また道幅が1.8から2.6メートルと

狭いため、石積みとした場合公道上のり面勾配

が必要となり、道幅がさらに狭くなることから、

観光客の方々が歩きにくくなることも考慮の上、

現況の道幅を確保できるコンクリート水路とし、

武者道を通行する観光客の方々に城下町を感じ

ていただけるよう、景観に配慮した工夫をして

まいりますので、御理解をお願いいたします。 

  なお、この後地元説明会を開催しております

ので、住民の方々からの御意見も踏まえて、実

現可能なものにつきましては極力計画に反映し

てまいりたいと考えているところでございます。 

  以上です。 

○佐藤 議長 遠藤正人議員。 

○１１番（遠藤正人議員） 御回答ありがとうご

ざいます。 

  それでは順不同になりますが、２番目の質問

をさせていただきます。 

  （仮称）まちなか歴史公園と武者道の計画に

ついてであります。先ほどの安部三十郎市長の

答弁の中に、歴史性と憩いの場のそういう鎮守

の森の拡大ということをいただきまして、私も

ちょっとイメージしてみました。今建設部長よ

りも「市民の声をお聞きして、それで事業の方

を進めていきたい」とありましたので、ぜひ市

民の方から声を聞くということを尊重していた

だいて、このたびのこの事業の予算は土地の取

得費用並びに今回の補正予算を含めて３億円近

く、２億9,000万円余りの巨額な公園の事業で、

それなり安部三十郎市長が思いを込めて、市当

局が一生懸命進める整備事業でしょうから、そ

ういったことをぜひかなえていただくよう、推

進していただきたいと思います。 

  地域のまちおこしに関しては、やっぱり各地

区にある宝物といいますか、普通気づかないも

のを拾い上げて、それを発信していくというの

が大切だと思います。先ほど私の方から「例え

ば」ということで芸能神社、当然行政が神社に

かかわることは宗教の関係がありますのででき

ませんが、この芸能神社に関しては故木村武雄

大先生が、その一族の方々が御縁あって米沢に

芸能神社を持ってこられたというふうに私は聞

いておりますが、そういったものとか何かそう

いったところで、ほかにないものを生かすとい

うことをぜひ研究されるという、答弁の中のそ

の「研究」の中に含めていただきたいと思いま

す。 

  そこで、ちょっとお尋ねします。建設部長の

方から、和風関係の遊具を入れたいということ

で「ウコギや云々」とありましたが、草木塔に

ついての、私たちは草木塔も田沢周辺にあるわ

けですけれども、そういったものも私は大切な

ものだと思っていますが、そういったものはど

うでしょうか。 

○佐藤 議長 建設部長。 

○渡部修一建設部長 現時点では、草木塔の設置

については考えていないところでございますの

で、御理解をお願いしたいと思います。 

○佐藤 議長 遠藤正人議員。 

○１１番（遠藤正人議員） （仮称）まちなか公

園というのは、米沢城の三の丸跡を歴史として

活用するということで、それの歴史が漂うよう

な公園にしたいということでありましたが、市

長の答弁の中に西條家の神の宝、「神宝」の菅

原道真公の画像といいますか、それらの関係で

天満神社の旧神殿跡、ただその神殿そのものは

大正３年の大火で焼けていまして、大正13年に

再興されて、その後その天満神社そのものは今

は皇太神社の方に合祀をされて、今はそこの神

殿のみというところで、そこを歴史の漂う公園

にしたいということなんですけれども。 
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  ぜひ、やっぱり米沢の事業として仮に「歴

史」という名称を入れるんであれば、慎重な中

でしていただきたい。伝え聞くところによると

「三の丸跡公園」という名称もどうだという声

があるとかないとかとも聞きますが、そういっ

たところも市民の方々と対話の中でしていただ

きたいと思います。 

  それでは、ちょっと順序が先に戻ります。元

気な農業のためになんですが、当局からの回答

がありましたが、農業の振興につきましては今

の状況ですから、もうばんばん何でもできるこ

とはしていただきたいと思いますので、よろし

くお願いしたいと思います。 

  なお、どぶろく特区についてでありますが、

小泉武夫先生の話の中でどぶろくというのは発

酵してつくるわけですから、「全国発酵サミッ

トなんていうのはどうでしょうか」という講演

の中身にありましたので、そうなればイベント

といいますか観光客の方も来ていただける、そ

ういった予想もありますので、ぜひ研究課題の

中に取り入れていただきたいと思います。 

  なお、つけ加えて農産物の加工でありますが、

当市も舘山リンゴ等の加工等のケーキやお菓子

のそういうイベントをなしていますが、市内の

米沢商業高校の生徒さんたちもいろいろなショ

ップなどをして、イベント会場でいろいろな知

恵をお出しになっていますので、ぜひ大人だけ

でなくそういう若い人たち、やっぱり若い人た

ちに気に入っていただける商品というのは伸び

ると思いますので、ぜひそういった商業高校の

生徒さんが頑張っていらっしゃる知恵なども御

活用いただきたいと、これは要望にしておきま

す。 

  続きまして、雪関係であります。高齢者、障

がい者の方々の関連で、これは市単独事業とい

うことで回数制限でありますが、まさかこんな

にこのたび回数が10回、プラス４回で14回とし

ましたが、先ほどの答弁で今後研究ということ

でありましたが、ぜひ公的な介護保険制度がこ

れに使えるかどうかもちょっと研究していただ

いて、公の保険制度の中で所管が高齢福祉課な

わけですから、そういったところで一連の単な

る寝たきりや障がいを持った方の介護というん

じゃなくて、そういった生活するところも介護

保険で該当するかどうかも研究していただきた

いという要望をさせていただきます。 

  続きまして、世界記憶遺産についてでありま

すが、確かに記憶遺産に指定をもらう云々とい

うのはなかなかハードルの高い大きいことでは

ありますが、しかも書物といいますか貴重な資

料というのは当然所有が市ではございませんの

で、いろいろな関係者の方々の御理解を得なけ

ればできないことではありますが、世の中でこ

ういったすばらしい上杉鷹山公のような方の改

革の精神、不景気になればなるほどこういった

ものが出ておりますので、ぜひそういったとこ

ろは「なせばなる」の精神で、最初から頭では

かってできないと思わないで、まず一歩前に行

動していただいて研究していただきたいと、こ

のことも御要望申し上げます。 

  ４番目の避難者の方々に対する独自支援であ

りますが、これについては私もちょっと国に対

して不満があります。国の方では原発避難者特

例法ということで、ことし平成24年の１月から

ということでその法律が出ていますが、この法

律が出るのが遅かったためにかなり福島の方々

が大変な思いをしています。しかも、福島市の

方で自主避難している方、先ほど質問なさった

方の答弁の中にも3,800余名の中の半分以上は福

島市から来られていると。それで、通常避難し

た方は住民票を移さないで該当するんですけれ

ども、この法律等によっては福島市は指定の町

に入っていないものですから、なかなか移転先

の特に米沢市内の窓口でも苦慮しているという

ところもありますので、ぜひそういったところ

も踏まえながら避難者の方に、当然市民の方と
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同様に優しい対応をしていただきたいというふ

うに要望したいと思います。 

  質問よりも要望が多い形になりましたが、

3.11からまだ１年たっておりません。あのとき

の記憶を、私は忘れていけないと思います。こ

ういった中で、ともにきずなで頑張らなければ

いけないと思いますので、私たちも今後予算委

員会等で細かい点は質問させていただきますが、

それに対しても誠意を持った対応をお願いした

いと思います。 

  以上をもって質問を終わります。 

○佐藤 議長 以上で自民クラブ代表11番遠藤

正人議員の代表質問を終了いたします。 

 

 

 

  散    会 

 

○佐藤 議長 以上をもちまして、本日の日程

は終了いたしました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

  御苦労さまでした。 

 

 午後 ３時３８分 散  会 
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